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事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 
 

作成日：平成 21 年 11 月 11 日 

担当部：パキスタン事務所 

 

1．案件名 

パキスタン国「送変電維持管理研修能力強化支援プロジェクト」 

2．協力概要 

（1）プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

本プロジェクトは、パキスタン（以下「パ」国という。）で高圧送変電分野の技術者研修を行う唯

一の機関である水利電力省傘下の国営送給電公社（National Transmission and Despatch Company：以

下 NTDC）内にある技術サービス・グループ（Technical Services Group：以下 TSG）に対して、送変

電維持管理分野の研修能力強化を支援するものである。本プロジェクトは、送変電分野の近代的な

技術・技能に基づいた技術移転により、「カリキュラム及び研修教材の増補・改訂」、「研修機材の更

新」及び「講師に対する本邦研修（TOT1）」を通じて、TSG の研修リソースの更新を支援するとと

もに、TSG が行う研修事業の中長期計画の立案及び実施能力の向上を支援して研修能力の強化を図

り、もって「パ」国の送変電維持管理レベルの向上に寄与する。 

 

（2）協力期間 2010 年 1 月～2012 年 12 月（3 年間） 

 

（3）協力総額（日本側） 約 3.77 億円 

 

（4）協力相手先機関 水利電力省（Ministry of Water & Power: 以下 MOWP） 

国営送電公社 技術サービス・グループ（Technical Services Group, National 

Transmission and Despatch Company） 

 
（5）国内協力機関 なし 
 

（6）裨益対象者及び規模等 

直接裨益対象者は、TSG の研修センターで訓練指導を行う講師（約 30 人）及び TSG 職員、NTDC・

TSG のマネジメントに携わる幹部スタッフである。間接裨益対象者には、TSG が実施する研修の受

講生（NTDC 及び配電会社（Distribution Companies：以下、DISCOs）の送変電技術者）が含まれる。

直接・間接裨益対象者の正確な人数は本プロジェクト開始時に精緻化するが、NTDC の職員数は約

2,700 人、DISCOs は約 132,000 人である。 

3．協力の必要性・位置づけ 

（1）現状及び問題点 

「パ」国においては経済成長に伴う電力需要の増加（2004～2009 年の 5 年間で約 3,000MW 増加、

年平均増加率は 4％の見込み）に対し、電力供給量の増加が追いついておらず、大幅な需給ギャッ

プのため、夏季には 1 日 10 時間以上に及ぶ計画停電が頻繁に実施されている。「パ」国における電

力セクターを統括するパキスタン電力会社（Pakistan Electric Power Company）によれば、2009 年の

需給ギャップは最大 4,500MW である。 

「パ」国における電力カロス率は 24％であり、日本（5％）と比較しても非常に高い水準にある。

このうち送配電による電力カロス率は 24％に上り、深刻な電力不足対策として、電力カロス削減を

                                                  
1
 講師養成トレーニング（Training of Trainers） 



 

 

目的とした送配電分野への支援を行う意義は大きい。 

「パ」国においては、水利電力開発公社（Water and Power Development Auuthority）が全ての発送

配電事業を行っていたが、1980 年代に始まった電力構造改革に伴い、1989 年に NTDC が分社化、

更に 2003 年までに発電会社 4 社、DISCOs 9 社が分社化された。しかし、各社とも財務上・経営上

の自立性が確保されておらず、技術者の育成・訓練に関する具体的な政策指針は整備されていない。

NTDC 内にある TSG は「パ」国唯一の送変電の研修機関であるが、その研修マニュアルは 1980

年代にカナダ国際開発庁（CIDA）により作成された後更新されておらず、TSG の講師陣の大半は、

旧式の設備・教材には精通しているが、変電所に設置されている最新の設備に対する知見は乏しい。

このため、TSG で研修を受講してもその効果が現場で十分に発現していないという問題が指摘され

ている。TSG の研修施設は陳腐化・老朽化した訓練機材・施設を抱えながらもその役割を果たして

きたが、研修機材の更新や近代化、講師陣の能力強化は差し迫った課題となっている。 

また、NTDS の送電線及び変電所の維持管理上の具体的な問題点として、①事故記録等の不統一、

②維持管理に必要なマニュアル類の未整備、③各機器の試運転及び保守記録の未整備、④事故及び

不具合に対する適切な再発防止対策・処置の不備、などが挙げられる。 

これまで我が国は、円借款による送変電設備の強化を支援してきたが、これらの送変電設備を効

率的に機能させ安定した電力供給を可能とするには NTDC 及び DISCOs 9 社の職員の能力向上が必

要となっている。このような背景から、「パ」国政府は我が国に対して、①研修マニュアルのレビュ

ーと更新、②研修用機材の更新により TSG の研修能力強化を目的とする技術協力プロジェクトの実

施を要請した。 

 

（2）相手国政府国家政策上の位置づけ 

「パ」国政府は、国家開発計画である「Vision 2030」にて、2030 年までの工業化の達成を掲げて

いる。また、貧困削減戦略ペーパー(Ⅱ)（CRSP-Ⅱ）（2009 年 1 月）において、「経済成長の加速」

と「貧困削減」に取り組むとしており、電力をはじめとするインフラ整備は経済成長と貧困削減双

方にとって重要であり、特に電力セクターにおいては安価で信頼性の高い電力供給が重要であると

認識している。2005 年から 2010 年を目標年次とした中期開発フレームワーク 2005-10（Medium Term 

Development Framework 2005-10）では、電力消費者の需要に対応すべく必要に応じて送電網整備を

実施していく旨が記載されている。 

 

（3）我が国援助政策との関連、対パキスタン事業展開計画上の位置づけ（プログラムにおける位

置づけ） 

平成 17（2005）年 2 月に策定された「対パキスタン国別援助計画」は、援助重点分野として「人

間の安全保障の確保と人間開発」「健全な市場経済の発達」及び「バランスのとれた地域社会・経済

の発達」の 3 分野を取り上げており、本件は電力というインフラ整備を通じた「バランスのとれた

地域社会・経済の発達」の分野に位置づけられる。 

また、外務省「対パキスタン事業展開計画」（2009 年 7 月）によると、健全な市場経済の発達の

ための開発課題「市場経済活性化と貧困削減を支援する経済インフラの拡充と整備」の達成支援を

目指す「電力拡充整備プログラム」が現在実施されている。本プログラムでは、これまで円借款を

中心とした発電・送電に係るハード施設の整備が行われてきたが、電力セクターの構造再編に伴い

誕生した各種電力会社の組織強化や経営改善・技術力向上を目的としたソフト面への協力ニーズも

高まっており、本案件の要請・実施の背景となっている。 

 



 

 

4．協力の枠組み 

〔主な項目〕 

（1）協力の目標（アウトカム） 

①協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値2 

（プロジェクト目標） 

TSG の送変電維持管理研修能力が向上し、実際の送電施設・変電所おいて維持管理を実施できる人

材が育成される。 

（指標） 

 プロジェクト終了までに、送変電設備の維持管理に携わる XX 人の技術者が TSG の研修を修

了し、「送電」「変電」及び「保護・計測」の業務に必要な技術と技能を習得する。 

  XX％以上の NTDC の変電所及び DISCOs の事務所が、TSG により提供される研修を受講した

技術者が配置される。 

 

②協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 2 

（上位目標） 

「パ」国の送変電設備維持管理レベルが向上する。 

（指標） 

 送電線・変電所の故障発生率が、XX 年までに XX％減少する。 

 送電線・変電所で発生した故障により生じた送電停止時間が XX 年までに XX％減少する。 

 

（2）成果（アウトプット）と活動 

①アウトプット 1：TSG における NTDC 及び DISCOs の送変電技術者向け研修プログラムの基本方

針が策定され年間研修計画や長期研修戦略が改訂される。 

活動 1： 

1-1 TSG を取り巻く現状や TSG 及び送変電設備の維持管理に関わる技術者のニーズ及びキャパシ

ティ、送電線及び変電設備維持管理方法、研修対象となる技術者人口などのベースラインを確認し、

本プロジェクトの目標、上位目標、アウトプット、指標を確定する。 

1-2 TSG が取り組む送変電維持管理技術者研修プログラムの基本方針を策定する。 

1-3 TSG の年間研修計画を見直し、必要な改訂を行う。 

1-4 TSG の長期研修戦略を見直し、必要な改訂を行う。 

指標 1： 

 策定された研修プログラムの基本方針と方策 

 改訂された TSG の年間研修計画 

 改訂された TSG の長期戦略計画 

 

②アウトプット 2：TSG の講師が、実際の送電施設・変電所に導入されている機器に合致した、適

正な進んだ送変電施設維持管理に係る技術・技能を、本邦研修（TOT 研修）を

通じて習得する。 

活動 2： 

2-1 本邦研修（TOT 研修）のシラバス、カリキュラム、及び研修教材を作成する。 

2-2 本邦研修を実施し、習得した技術・技能レベルのモニタリングを行う。 

 

                                                  
2 プロジェクトの初期段階で、TSG を取り巻く現状や TSG のニーズ及びキャパシティ、送変電設備の維持管理に関わ

る技術者のニーズ及びキャパシティ、送電線及び変電設備維持管理方法、及び研修対象となる技術者人口などのベ

ースラインを確認し、本プロジェクトの目標、上位目標、アウトプット、及び指標を確定する。 



 

 

指標 2： 

 本邦研修で用いられるシラバス、カリキュラム、及び研修教材 

 本邦研修を終了した TSG 講師（シニア・インストラクター）の人数（XX 人以上） 

 「送電」「変電」及び「保護・計測」について習得した技術・技能レベル 

 

③アウトプット 3：TOT で研修で習得した技術・技能をもとに TSG のシラバス、カリキュラム及び

研修教材が適切に増補・改訂される 

活動 3： 

3-1 TOT 研修で得た進んだ技術・技能をもとに TSG のシラバス、カリキュラム及び研修教材につ

いて調査する。 

3-2 研修で得た進んだ技術・技能をもとに、研修教材の増補・改訂を行う。 

3-3 研修で得た進んだ技術・技能をもとに、シラバス及びカリキュラムの増補・改訂を行う。 

指標 3： 

 TSG 及び送変電維持管理に係る技術者を取り巻く状況やニーズとキャパシティに合致した内容

に増補・改訂されたシラバス、カリキュラム及び研修教材（標準化された記録方式や報告シス

テムを含む）が策定される。 

 

④アウトプット 4：TSG の研修機材の整備・維持管理計画が策定される。 

活動 4： 

4-1 研修機材及び施設の整備・維持管理計画を作成し、供与機材リストを確定する。 

4-2 研修機材及び施設の整備・維持管理計画に基づいて、供与機材が適切に設置される。 

指標 4： 

 アウトプット 3 の結果として得られる増補・改訂されたシラバス、カリキュラム及び研修教材

に合致した研究機材及び施設の整備・維持管理計画 

 計画に基づいて設置された機材 

 

⑤アウトプット 5：上記アウトプット 1～4 をもとに研修が実施され研修生の能力が向上するとと

もに、フィードバックを通じて TSG 講師の研修計画の立案・実施・モニタリング

評価の能力が向上する。 

活動 5： 

5-1 TSG 講師による、研修の企画・実施を支援する。 

5-2 グリッドシステムの運用・維持管理など関連するテーマについてワークショップやセミナーを

開催する。 

5-3 機材を使用する研修を実施・モニタリングし、評価結果をもとに研修内容を改善する。 

5-4 TSG 講師による、モニタリング評価を支援する。 

5-5 モニタリング評価の結果をもとに、TSG における研修内容を改善する。 

5-6 TSG 講師による、受講者の所属現場における受講に対するフォローアップサービスをモニタリ

ングし、フォローアップサービスのガイドラインや行動計画を改善する。 

指標 5： 

 TSG における研修を終了した NTDC、DISCOs の技術者数（XX 人以上） 

 TSG における研修で NTDC、DISCOs の技術者が習得した技術・技能レベル 

 研修生に対する研修前後のテスト結果及び授業内容や指導方法に関する研修生のモニタリング

評価（アンケート）を通じて確認される TSG 講師の、研修企画・実施能力 

 送変電維持管理に関するワークショップやセミナーにおける TSG 講師の業績・貢献度 

 ワークショップウやセミナー開催時の、その内容やプレゼンテーション等に係る参加者モニタ

リング評価（アンケート）を通じて確認される TSG 講師の研修計画の立案・実施能力 



 

 

 研修フォローアップサービス改善のために策定されたガイドライン及び行動計画 

 

（3）投入（インプット） 

1）日本側（総額 3.77 億円） 

 専門家派遣 

    短期：チーフアドバイザー／送変電運用維持管理、保護計測、研修計画 

    必要に応じ、他分野の専門家も派遣する。 

 研修員受入れ（本邦で野 TOT 研修）：送電、変電、保護計測の 3 分野 

 供与機材（機材リストは、本プロジェクトの中で、研修上の必要性・優先順位・予算等を

考慮して決定する。） 

2）「パ」国側 

 TSG 講師（30 名）及びリエゾンスタッフ配置 

 プロジェクト執務室及び事務施設の提供 

 供与機材の収納・保管設備 

 ローカルコスト（研修活動費用、カウンターパートの国内出張旅費、ワークショップ及び

セミナーの開催費用） 

 

（4）外部要因（満たされるべき外部条件） 

1）前提条件 

 適切な数の TSG 講師及びリエゾンスタッフが、カウンターパートとして配置される。 

 治安状況が悪化しない。 

2）アウトプット達成のための外部条件 

 TSG の研修実施予算が削減されることなく確実に確保される。 

 TSG の研修に、見込まれた人数が研修生として参加する。 

3）プロジェクト目標達成のための外部条件 

 他ドナーの支援策が、本プロジェクトの実施に負の影響を与える方向に変化しない。 

 技術移転を受けた講師が、TSG で研修の業務を続ける。 

4）上位目標達成のための外部条件 

 「パ」国政府及び NTDC の電力セクターにおける人材育成政策に大きな変化が起こらない。

 本プロジェクト期間中に TSG で研修を受けた技術者が、「パ」国国内で送変電維持管理業

務を継続する。 

 

5．評価 5 項目による評価結果 

（1）妥当性 

本プロジェクトは、以下の点から妥当性は概ね高いと判断される。 

 【支援の必要性】 

 「パ」国は、電力需要の急激な伸びに伴い 2009 年夏には停電が都市で 6～8 時間、地方で 12

～18 時間と深刻な電力不足に直面しており、電力の安定供給に係るニーズは高い。 

 「パ」国の電力系統全体のシステムロス率は 24％と高く、このうち 22％の電力ロスを生み出

す送配電分野への支援に対するニーズは高い。 

 【優先度／政策と整合性】 

 「パ」国政府の長期開発計画「Vision2030」は、2030 年までの工業化の達成をめざしており、

PRSP-Ⅱでは、電力をはじめとするインフラ整備は経済成長と貧困削減双方にとって重要で、

特に電力セクターにおいては安価で信頼性の高い電力供給が重要であるとの認識が示され、電

力消費者の需要に対応すべく必要性に応じて送電網整備の取り組みを実施するとしている。

 



 

 

 平成 17（2005）年 2 月に策定された「対パキスタン国別援助計画」は、援助重点分野として

「人間の安全保障の確保と人間開発」「健全な市場経済の発達」及び「バランスのとれた地域

社会・経済の発達」の 3 分野を取り上げており、本件は電力というインフラ整備を通じた「バ

ランスのとれた地域社会・経済の発達」の分野に位置づけられ、我が国援助政策と整合してい

る。 

 【実施時間の選定・実務手段の妥当性】 

 NTDC の 1 部局である TSG は、「パ」国で唯一高圧送変電設備の維持管理を扱う公的研修

機関であり、NTDC のみならず DISCOs の技術者にも研修を実施しており、支援の波及効果は

「パ」国全土に及ぶと想定され、我が国が支援を行う意義が認められる。 

 NTDC の送電設備は近代化が進められているが、現場には老朽化した既設設備と近代的設

備が並存しており、双方を対象とした運転維持管理技術の向上並びに習得の手段として、技

術者への研修ニーズはきわめて高い。 

 TSG は技術現場のニーズに応える研修及び試験サービスを提供し、同分野の技術レベル

の向上を牽引する役割を負っているが、CIDA の支援が終了した 1990 年以降、研修内容及び

施設・機材の更新並びに講師の研修は行われておらず、研修機材の更新、研修カリキュラムの

充実化を進めることが急務となっている。 

 

（2）有効性 

本プロジェクトは、以下の点から有効性が認められる。 

 【プロジェクト目標達成へのシナリオ】 

 アウトプット 1 が達成されることで、現状の問題点を把握し、研修プログラム改訂についての

基本方針を策定される。この基本方針に基づきアウトプット 2・3 が達成されると、研修内容

の更新やシラバス・カリキュラムの更新を TSG のスタッフ自身が自立発展的に行えるように

なる。アウトプット 2・3 の達成及びアウトプット 4 で整備された機材導入により、新たなカ

リキュラムにより研修活動を行う TSG の環境整備が整い、技術者への研修が実施される。受

講者からのフィードバックやフォローアップが適切に行われることで、アウトプット 5 が達成

され、プロジェクト目標である TSG の送変電維持管理研修能力向上や、実際の送変電施設に

おいて維持管理を実施できる人材育成が達成される。以上より、本事業の有効性は認められる。

 本プロジェクトは CIDA の支援が終了した 1990 年から約 20 年の間、技術レベルの変化に対応

することなく続けられてきた TSG の研修実施体制の更新（組織の活性化）を目指すもので、

NTDC が組織として、個々の研修事業の見直し・改善はもとより「パ」国の実情に則した TSG

事業の計画策定及び実施能力向上に取り組むことで有効性が高まる。 

 【外部条件】 

 本プロジェクト実施課程においては、カウンターパートの確実な配置など「パ」国政府の継続

性や同一分野への重複した支援など他ドナーにより電力セクター支援等が外部条件として考

えられる。 

 「パ」国政府や他ドナーとの情報共有や本プロジェクトへの協力の働きかけを行い、負の外部

要因が発現しないように働きかける。更に「パ」国政府に対して NTDC の研修に参加した講

師や技術者の定着について、協力の働きかけを行う。 

 

（3）効率性 

本プロジェクトは、以下の点から効率的な実施が見込まれる。 

 プロジェクトの初期段階で、TSG を取り巻く状況や TSG のニーズ及びキャパシティ、送変電

設備の維持管理に関わる技術者のニーズ及びキャパシティ、送電線及び変電設備維持管理方法

の現状及び研修対象となる技術者人口などのベースラインを確認し、（アウトプット 1 を達成

するための活動 1-1）、これを踏まえて TSG のシラバス、カリキュラム及び研修教材の見直し



 

 

の対象や範囲を慎重に検討すること（アウトプット 1 を達成するための活動 1-2）から、高い

効率性を見込むことができる。 

 TSG では 2011 年までの研修計画が組まれており、プロジェクトの効率的実施に不可欠な「パ」

国側の予算分担は確保される見込みである。プロジェクト期間に含まれる 2012 年度以降の

「パ」国側の予算確保に関しては「パ」国の事業計画書である PC-1 の策定状況や、毎年度の

予算配分について注視し、必要があれば改訂を求めることで、効率的な協力体制の確保を図る。

 

（4）インパクト 

本プロジェクトの実施によるインパクトは、以下のように予測できる。 

 【上位目標達成へのシナリオ】 

 送変電維持管理の現場で使用される各種マニュアルの改善、保守記録・報告の整備、事故及び

不具合に対する適切な再発防止対策・処置の実施向上等を通じて、国で唯一の研修機関である

TSG で技術者が養成され、研修生が現場で適切な維持管理を実施することで、故障発生率の

減少や、故障時の送電停止時間の短縮といった上位目標の達成が目指される。 

 事前評価調査時点では、プロジェクト実施による負のインパクトは想定されない。 

 【円借款との相乗効果】 

 我が国はこれまで送変電施設の整備に係る 7 件の円借款を供与している。本プロジェクトで送

変電施設に係る維持管理能力が強化されることにより、我が国協力による稼働中及び建設中の

施設の適切な運営維持管理が確保され、これらの相乗効果で戦略的に上位目標である「パ」国

の送変電設備維持管理レベル向上の達成が見込まれる。 

 

（5）自立発展性 

以下の通り、本プロジェクトの自立発展性は概ね高いと考えられる。 

【政策・制度面】 

 TSG は、高圧送変電分野では国内唯一の研修施設であり、NTDC 及び DISCOs の技術者に

対する研修事業を今後も継続し、将来的には給電システムの近代化（円借款実施中）に伴う

系統運用技術に係る研修実施も想定されていることから、制度面での自立発展性には一定程度

の期待が持てる。一方、民営化を柱とする電力セクター再編が進むなか、人材育成についての

「パ」国政府の政策や NTDC・民間各社の事業方針は未だ整備途上にあるが、本件協力を通じ

て NTDC の事業戦略への TSG の位置づけが一層明確になり、自立発展性が高まることが望ま

れる。 

【組織・財政面】 

 TSG は、①教材作成・更新や機材更新などの研修事業の強化に必要な経費が不十分、②

新人講師の配置も進んでいないなどの課題はあるものの、NTDC の一部局として現行の研修

実施に必要な毎年一定の予算措置を受けており、これまでの 20 年間、研修事業を継続して実

施してきたという実績もあり、本プロジェクトを実施する組織としての機構・体制を既に備え

ている。本プロジェクトで現在のニーズとキャパシティに合致した技術者が多数育成され、新

人講師として配置されるようになれば組織としての能力もより強化される。 

【技術面】 

 カウンターパート（TSG 講師）は、NTDC の送変電施設の運用・維持管理に携わるエンジニ

アとして長い経歴を有し、移転技術の受け皿としての経験と資質を備えている。TSG には研

修後の研修生モニターや評価制度があり、研修生の所属現場において TSG スタッフが指導す

るといったフォローアップ体制もある。現行の研修内容でも TSG が実施する研修の技術的有

効性はそれなりに評価されており、本プロジェクトにより研修内容が改訂されれば、技術的自

立発展性は高く見込まれると考えられる。 



 

 

6．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

「パ」国政府は、電力をはじめとするインフラ整備は経済成長と貧困削減双方にとって重要であ

り、特に電力セクターにおいては安価で信頼性の高い電力供給が重要であると認識している。本プ

ロジェクトは、電力セクターにおける技術者養成のための研修能力強化を支援するもので、最終的

な受益者は、電力サービスを利用する一般市民である。 
なお、プロジェクト実施による、貧困・ジェンダー・環境などへの負のインパクトは想定されな

い。 

7．過去の類似案件からの教訓の活用 

「パ」国の電力セクターに対する我が国初の技術協力プロジェクトであるが、他セクターの技術

協力プロジェクトにおいて、「パ」国政府内の手続きで必要となる実施計画書（PC-1）の承認を得

ずにプロジェクトを開始し、結果として予算措置や用地取得など「パ」国政府側の負担事項の大幅

な遅れにつながった事例がある。①本プロジェクトは機材供与の占める割合が高く、免税措置など

について確実に担保を得る必要があること、②TSG の研修が今後も継続されることがプロジェクト

の大前提であることなどから「パ」国政府による PC-1 承認を経てからプロジェクトを開始するこ

ととする。 

8．今後の評価計画 

（1）終了時評価：プロジェクト終了の約 6 カ月前（2012 年 6 月頃） 

（2）事後評価：プロジェクト終了の約 3 年後（2015 年 12 月頃） 

以 上
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第１章 調査の概要 
 

１－１ 調査の背景 

パキスタン・イスラム共和国（以下、「パ」国と記す）において、2005年に策定された五ヵ年中

期開発計画（Medium Term Development Framework：MTDF）で示された電力需給見通しによると、

電力需要は今後、年間7.4％で拡大していくと想定されている。安定的な発電所運営に必要な供給

余力（通常４％程度）を確保するためには、2010年には27％の電力供給不足が生じると見込まれ、

2010年までに7,100MW、2030年までに約14万MWの追加設備の投入が必要とされている。また、電

力セクター全体の送配電ロス率は22.4％という高い水準にあることから、新たな発電源の開発に

加え、送配電網の整備・増強、盗電防止などの対策が急務となっている。 

このような状況のなか、我が国は円借款による送変電設備の強化を支援しており、2005年には

「給電設備拡充事業」を、2006年には「ダドゥークズタール送電網事業」を、2008年には「パン

ジャブ州送電網拡充事業（フェーズ１）」の借款契約を結んだ。しかし、円借款により支援できる

のは原則として送電線及び変電所の建設までであり、これらの送変電設備を正常に機能させ、安

定した電力供給を可能とするのは国営送給電公社（National Transmission and Dispatch Company：

NTDC）及び８つの国営配電会社（Distribution Company：DISCO）職員の維持管理能力にかかって

いる。また、送電線は2005年時点で「パ」国における回線延長の合計が38,119kmであり、そのほ

とんどが架空送電線であるため地中線と比較して故障発生の確率は高いとされており、適切な維

持管理が必要となっている。 

「パ」国においては、送変電設備の維持管理にかかわる人材育成体制は脆弱である。また、NTDC

傘下にあり、送変配電にかかる国内唯一の研修機関である技術サービスグループ（Technical 

Services Group：TSG）の研修マニュアルは1980年代にカナダ国際開発庁（Canadian International 

Development Agency：CIDA）により作成された後、更新されていない。TSGの研修用機材は古く、

変電所には最新の機器も設置されていることから、その効果が現場（＝変電所）で十分に発現し

ていないという問題が指摘されている。さらに、NTDC職員以外にこれまで送電線及び変電所の維

持管理方法をレビューしたことがなく、この維持管理能力にも懸念がある。 

かかる背景の下、「パ」国は、TSGの強化を中心とした送変電設備の維持管理能力にかかる技術

協力を我が国に要請した。具体的には２名程度の専門家の派遣による①研修マニュアルのレビュ

ーと更新、②研修用機材の更新、③送電線及び変電所の維持管理方法のレビューについて我が国

に要請があり採択され、今回の事前調査は上記状況を改善すべく「パ」国政府から我が国への協

力要請に基づき、2009年２月に「パキスタン国送変電維持管理システム改善支援プロジェクト詳

細計画策定調査」を実施した成果を踏まえ、現地調査や関係者との協議を実施し、本プロジェク

トにかかる協力方針、活動内容及び投入計画等を策定することが必要となった。 

 

１－２ 調査の目的 

本調査では、「パ」国における送変電計画、送変電設備維持管理体制、支援対象となるTSGの現

状を分析し、課題を抽出するとともに、専門家のTOR及び供与機材等について先方関係機関と協

議を行い、具体的な技術協力の枠組みを整理することを目的とする。また「パ」国滞在中に討議

議事録（Record of Discussion：R/D）（案）を作成し、水利電力省（Ministry of Water and Power：MOWP）

とR/D（案）協議を行い、協議議事録（Minutes of Meeting：M/M）署名を実行する。 
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今後採択された技術協力プロジェクトの一環として、２名程度の専門家を派遣して①研修マニ

ュアルのレビューと更新、②研修用機材の更新、③送電線及び変電所の維持管理方法のレビュー

を行う予定がある。また送電・変電・保護・計測の各分野５名から10名の研修センターのジュニ

ア講師らを対象に年１回の割合で本邦研修を行う。詳細については、現地調査や「パ」国側の各

関係者と協議を実施して、「パ」国側が必要としているものを明確にしてTORなどを再考する。 

 

１－３ 調査団員構成 

 名 前 分 野 所 属 派遣期間（到着－出発）

１ 丹羽 顯 総括 
JICA国際協力人材部 国際協力専門

員 
2009年７月５日～18日 

２ 瀬戸 寛仁 送変電技術 
八千代エンジニヤリング株式会社

国際事業本部施設部 
      ７月５日～18日

３ 大嶋 一成 研修計画 
プロアクトインターナショナル株式

会社 技術主幹 
      ７月５日～18日

４ 嶋岡 和美 評価分析 
グローバル・リンク・マネジメント

株式会社 社会開発部 
      ７月５日～18日

 

１－４ 調査日程 

日 程 訪問先等 宿泊先 

７/５（日） 

 

11：00 成田発 （TG641）-15：45 バンコク着 

19：50 バンコク発 （TG345）-22：30 ラホール着 

ラホール 

７/６（月） 08：00 ラホール発 （PK356）-08：50イスラマバード着 

11：10 MOWP表敬及び打合せ 

在パキスタン日本国大使館表敬 

14：00 JICAパキスタン事務所打合せ 

イスラマバード 

７/７（火） 11：30 TSGタルベラ研修施設視察及び意見交換 同上 

７/８（水） 10：15 NTDC University 変電所視察及び意見交換 

21：30 ラホールに移動（PIA683） 

ラホール 

７/９（木） 09：00 TSG HQで打合せ（協力内容） 

12：20 TSGラホール研修施設視察及び意見交換 

同上 

７/10（金） 09：00 PCMワークショップ開催 同上 

７/11（土） 09：00 TSGファイサラバード研修施設視察及び意見交換 ファイサラバード

７/12（日）    団内打合せ・資料整理 ラホール 

７/13（月） 09：00 TSGとの打合せ（R/D（案）、M/M（案）協議） 

NTDC総裁との意見交換 

同上 

７/14（火） 09：50 TSG LESCO研修施設視察及び意見交換 

18：15 イスラマバードに移動（PIA681） 

イスラマバード 



 

－3－ 

 

７/15（水） 10：00 WBと打合せ 

11：45 EADと打ち合わせ 

同上 

７/16（木） MOWPとのR/D（案）協議 

団内打合せ 

同上 

７/17（金） MOWPとのR/D（案）協議、M/M署名 

在パキスタン日本国大使館への報告 

JICAパキスタン事務所報告 

 

７/18（土） 00：20 イスラマバード発（TG350）-06：25バンコク着 

08：10 バンコク発-15：45 成田着 

 

 

１－５ 主要面談者 

（１）水利電力省（Ministry of Water and Power：MOWP）（イスラマバード） 

Advisor, Mr. Riaz Ahmad Khan 

Additional Secretary, Mr. Zarar Aslam 

Joint Secretary, Mr. Saif Ulah 

 

（２）技術サービスグループ（Technical Service Group：TSG）タルベラ研修施設（イスラマバード） 

Eng. Muhammad Saleem, Principal, TSG Tarbela T/C 

 

（３）国営送給電公社（National Transmission and Dispatch Company：NTDC）University変電所（イ

スラマバード） 

Resident Engineer, Wazir Muhammad（Electricity） 

Asst. Engr., Muhammad Bashil（Protection & Maintenance） 

 

（４）TSG HQ（ラホール） 

Chief Engineer, Kahlid Muhammad, TSG 

Eng. Marza Muhammad Akram, Dep. Manager（Grids） 

 

（５）TSG New Kot Lakhpat（NKLP）研修センター（ラホール） 

Dep. Mgr. Eng. Saqib Majeed（Grids） 

Dep. Mgr. Eng. Anwar Ahmad Khan（P&I）  

 

（６）TSGファイサラバード研修施設 

Dy. Mgr. Falak Sher Javed, TSG 

 

（７）NTDC本部（ラホール） 

Chief Executive, Mr. Tariq Qazi, NTDC H.Q 

General Manager（GSO）, Mr. Muhammand Iqbal Anwar Khan, NTDC H.Q 

General Manager, Mr. Shan H. Zaidi, NTDC H.Q 
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（８）TSG ラホール電力供給会社（Lahore Electric Supply Company：LESCO）研修施設（ラホー

ル） 

Dy. Mgr, Mr. Saqib Jamal, RTC LESCO 

Human Resources Division, Mr. Saghir Ahmed, LESCO 

 

（９）世界銀行（World Bank：WB）（イスラマバード） 

Senior Energy Specialist  Rashid Aziz,  

Advisor SA Region Sust. Dvlpmnt & Infra. PPP, Mr. Raghuveer SHARMA 

 

（10）経済統計省経済局（Economic Affair Division：EAD）（イスラマバード） 

Deputy Secretary, Mr. Ghulm Muhammad Mahar 

 

（11）在パキスタン日本国大使館 

下京田孝二  ２等書記官 

 

（12）JICAパキスタン事務所 

清水 勉次長 

小柳桂泉所員 

Imran Ahmad職員 

 

１－６ 対処方針 

調査項目 現状と問題点 対処方針 

1.基礎情報の調

査と本協力の位

置づけの確認 

・「パ」国では電力需要増に対応すべく電源

開発が進められる一方で、送変電システム

の整備・増強が急務となっており、我が国

も設備近代化の資金協力において貢献し

ている。 

・電力安定供給の確保のため送変電設備の維

持管理能力の向上が求められているが、送

電会社（NTDC）及び配電会社（DISCO）

における人材育成は設備近代化に伴うニ

ーズに十分応えるものとなっていない。 

・本協力に基づく能力向上支援は送変電設備

建設の資金協力とのシナジー効果が期待

される。 

・「パ」国送変電設備の維持管理の現

状や課題について調査し、要請の

背景と内容並びに緊急性について

確認する。 

・NTDC及びDISCOの研修施設や人

材育成の現状について調査し、技

術協力プロジェクト実施の位置づ

けについて明らかにする。 

・他ドナーによる協力実績や今後の

予定について情報収集を行う。 

2.研修センター

（TSG）状況の把

握と協力要望内

容の確認 

・TSGは「パ」国における唯一の送変電研修

施設として、1980年代の設立後その役目を

果たしてきたといえるが、研修マニュアル

や研修機材が時代遅れとなっているため

に設備近代化にマッチした研修コースを

提供できない。 

・TSGの研修施設、運営体制、カリキュラム、

マニュアル、研修用機材の整備状況等の現

状並びに将来計画について確認する必要

・トレーナーズ・トレーニング（TOT）

の実施について、対象とする若手

講師の経歴や専門性にかかる情報

を入手し、研修の資格要件や能力

向上の重点対象とすべき技術・技

能について確認する。 

・シラバス・カリキュラム改定の指

導実施について、本協力における

対象分野とカリキュラムについて
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がある。 

・「パ」国の要望事項に関して、TSGに対す

る技術協力に関する下記事項の背景や内

容について調査する必要がある。 

①TOTの実施 

②シラバス・カリキュラムの改訂 

③研修資機材の更新 

TSGと協議し、改定作業において

求められる技術指導の方法や内容

について確認する。 

・研修用機材・機器の更新・新規導

入について、研修コースにおける

役割の重要性や活用の実績につい

て調査し、機材供与における技

術・技能の優先順位づけについて

整理する。 

3.技術協力プロ

ジェクトの内容

（R/D案）の協議

と確認 

・タイトル：パキスタン国送変電研修能力強

化支援プロジェクト 

・C/P機関：NTDC研修センター（TSG） 

・プロジェクト目標：TSGの研修能力強化 

・上位目標：「パ」国送変電設備維持管理の

向上 

・活動項目： 

①TOTによる講師・能力向上 

②シラバス・カリキュラムの改定 

③研修用資機材の更新 

・成果の指標：研修実施回数や成果品完成度

に基づいて判定。 

・協力期間：３年間 

・プロジェクトの有効性、妥当性について検

討。 

・プロジェクト目標・成果を達成するために

必要な活動内容、範囲、投入規模、内容、

評価の指標等について整理し、先方と合

意。 

・R/D案に基づき目標と達成度設定

についてTSGと協議し、プロジェ

クト活動内容やリソース投入の方

法や規模について確認する。 

・専門家の分野及びTORについて確

認する。あわせて、TSG側の分担

作業範囲と内容について明確化す

る。 

4.プロジェクト

実施体制の確認 

・カウンターパート（C/P）メンバーとして

以下のグループを充てる必要がある。 

①TOT対象の若手講師 

②カリキュラム改定や研修機材更新にか

かる研修責任者 

・プロジェクトの円滑実施を確保するため、

NTDC、DISCO、MOWP代表が参加する「合

同調整委員会（JCC）」を設置する必要があ

る。 

 

 プロジェクト立上げ以降において、JICAパ

キスタン事務所の在外主管案件として実施

監理を行う予定。 

・プロジェクト実施体制とC/Pの選定

や役割について関係機関と確認す

る。 

・「JCC」の設置目的、活動並びに構

成メンバーについて確認する。 

・在外主管のプロジェクト監理に必

要な措置の明確化並びに関係機関

の協力体制構築について確認す

る。 

5.人材育成・技

術移転の手法  

・本協力は、我が国における近代的な送変電

維持管理技術・技能に基づいてTSGの能力

向上を行うもので、研修リソース投入の可

能性や方法について調査する必要がある。

・TOTの実施やシラバス・カリキュラム改定

に関して、設備の維持管理の現場視察や研

修施設の実習を通じて有用な情報提供を

行う必要がある。 

・TOTの実施やシラバス・カリキュ

ラム改定指導に関して、本邦にお

ける研修受入れや「パ」国内での

研修実施の可能性について確認

し、投入可能な研修リソースに基

づいてTSGと協力内容を確認す

る。 
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・研修講師研修については、専門性を高める

だけなく効果的な研修の実施方法や研修

用機材活用について習得する機会を提供

する必要がある。 

6.日本からの投

入内容の確認 

・送電と変電（各々保護・計測を含む）の２

分野の専門家についてシャトル型派遣を

予定しているが、検討内容や受入れ機関の

能力を考慮して投入分野と期間について

整理する必要がある。 

・本プロジェクトの各活動を実施する上で必

要なC/Pの配置、ローカルコストの負担に

ついても確認する必要がある。 

・プロジェクト終了後の投入の活用について

の確認 

・協力内容に対応した専門家投入分

野、活動時期等について確認する。

・本プロジェクトの活動上必要な携

行機材・予算措置について確認す

る。 

・本協力の中で供与する必要のある

機材のリストを作成し、可能な範

囲で見積もりを取り付ける。 

7.C/P 便 宜 供 与

の確認 

TSGの施設、設備、人員管理にかかわるNTDC

の責任と権限について明確にするとともに

プロジェクト実施に関する先方負担内容に

ついて確認する必要がある。 

・研修センターの施設、設備を確認

するとともに、C/Pとしてプロジェ

クトに提供できる人材、機材、予

算等について確認する。 

・専門家の活動場所確保や執務環境

の整備並びに安全対策等について

確認する。 

8.案件名につい

て 

 ・当初案件名は「パキスタン国送変

電維持管理システム改善支援プロ

ジェクト」であったが、先方のニ

ーズが送変電研修センターの能力

強化支援であることから案件名を

「パキスタン国送変電維持管理研

修能力強化支援プロジェクト（英

文名：Project for Improvement of

Training Capacity on Gird System

Operation and Maintenance）」と変

更することについて先方に確認す

る。 
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第２章 協議結果の概要 
 

２－１ 協議結果 

（１）プロジェクトの実施体制 

本プロジェクトの「パ」国側総括責任者は、NOWPのアドバイザーである。NTDCの総裁が

プロジェクト・ディレクターとして管理運営部門の責任者に、またプロジェクト・サイトで

あるTSGの代表（チーフ・エンジニア）がプロジェクト・マネジャーとして技術部門の責任者

を務める。プロジェクトにかかわる関係部門間の調整機能として、NTDCの各部門の常務がプ

ロジェクト・コーディネーターの任を負う。JICA専門家は、プロジェクト・ディレクター及

びプロジェクト・マネジャーに対してプロジェクト実施に伴い必要な技術指導及び助言を与

える。 

プロジェクトの有効で順調な進展に向け、日本側及び「パ」国側の関係者によるJCCが設け

られる（JCCの役割と構成員については、R/D案の「ANNEX Ⅵ：JOINT COORDINATION 

COMMITTEE」を参照。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）プロジェクトの対象地域 

プロジェクト事務所はラホールのTSG本部事務所内に設置され、ラホール、タルベラ、及び

ファイザルバードの３か所に置かれたTSGの研修センターにおいては、TSG講師への技術移

転・指導及び研修機材の供与等の活動が実施される。プロジェクトの対象地域は、NTDCが管

轄する「パ」国全土である（ただし、カラチ電力供給会社（Karachi Electric Supply Company：

KESC）が管轄するカラチ及びその周辺地域を除く）。 

 

JICAパキスタン事務所 
（JICA本部） 

プロジェクト・アドバーザー 

《MOWPアドバイザー》 

プロジェクト・ディレクター 

《NTDC総裁》 

プロジェクト・マネジャー

《TSGチーフ・エンジニア》

カウンターパート 

《TSG講師》 
JICA日本人専門家 

プロジェクト・コーディネ

ターズ《NTDC常務》 

管理運営サイド 

プロジェクト・サイト（TSG） 
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（３）プロジェクトの受益者（ターゲット・グループ） 

本プロジェクトの直接の受益者（ターゲット・グループ）は、TSGの研修センターで訓練指

導を行う講師（インストラクター）と職員、高圧送変電施設の運用・維持管理に携わるNTDC

のエンジニア、及びNTDC並びにTSGのマネジメントに携わる幹部スタッフである。 

間接的な受益者には、TSGが実施する研修の受講生（NTDC及びDISCOsの送変電技術者）

が含まれる。 

さらに、最終的な受益者は、電力サービスを利用する一般市民である。 

 

（４）プロジェクトの期間 

本プロジェクトの実施期間は３年間を想定している。活動計画の詳細は、付属資料３．M/M

の「ANNEX ４：Plan of Operation」を参照。 

 

（５）プロジェクトのモニタリング 

プロジェクトの開始に際し、TSGを取り巻く状況やTSGのニーズ及びキャパシティ、送変電

設備の維持管理にかかわる技術者のニーズ及びキャパシティ、送電線及び変電設備維持管理

方法の現状を再確認し、本プロジェクトの目標、アウトプット及び指標を確定する。こうし

たベースラインと指標の最終確認作業を通じて、本プロジェクトにおける技術移転の進捗把

握（のモニタリング）の方法を確定する。プロジェクト活動のモニタリングは、完成したプ

ロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM-１）及び活動計画（Plan of 

Operation：PO）に沿って行うことになる。 

プロジェクトのモニタリング結果は、活動報告書（Activity Reports）に取りまとめられプロ

ジェクトの活動に使用されるとともに、この活動報告書はJCCに提出され、プロジェクトの活

動実績及びアウトプットの達成度を評価検討する際の重要な資料となる。 

 

２－２ 対処方針に基づく確認結果 

調査項目 対処方針 確認結果 

1.基礎情報の調

査と本協力の位

置づけの確認 

・「パ」国送変電設備の維持管理の現状

や課題について調査し、要請の背景

と内容並びに緊急性について確認す

る。 

・NTDC及びDISCOの研修施設や人材

育成の現状について調査し、技術協

力プロジェクト実施の位置づけにつ

いて明らかにする。 

・他ドナーによる協力実績や今後の予

定について情報収集を行う。 

・「パ」国は、電力需要の急激な伸びに伴

い深刻な電力不足に直面しており、シ

ステムロス率は高水準にあり、送変電

網の整備・増強のニーズは高い。 

・TSGの研修施設は陳腐化・老朽化した

訓練機材・施設を抱えながらもその役

割を果たしてきており、現行体制の維

持は最も望ましい選択肢といえるが、

訓練機器の更新や近代化並び講習技術

向上を狙った外部研修機会のための資

金が不足している。今後、TSGが現場

要求に合致した研修を提供していくた

めには、訓練機器の更新や講師の養成

並びに若返りを図りつつ研修カリキュ

ラムの充実化を進めるなどの様々な改

善の実施が急務である。 

・今回調査時点では、代表的なドナー機
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関のWB及びADBによるNTDCに対す

る技術研修支援の実施予定は確認され

ていないが、支援活動のドナー間での

重複を避ける意味から、本件協力実施

期間においてもこれら他ドナーとの情

報交換を行いつつ進める必要がある。

2.研修センター

（TSG）状況の把

握と協力要望内

容の確認 

・TOTの実施について、対象とする若

手講師の経歴や専門性にかかる情報

を入手し、研修の資格要件や能力向

上の重点対象とすべき技術・技能に

ついて確認する。 

・シラバス・カリキュラム改定の指導

実施について、本協力における対象

分野とカリキュラムについてTSGと

協議し、改定作業において求められ

る技術指導の方法や内容について確

認する。 

・研修用機材・機器の更新・新規導入

について、研修コースにおける役割

の重要性や活用の実績について調査

し、機材供与における技術・技能の

優先順位づけについて整理する。 

・本邦研修に参加する講師の理解度や達

成のレベル（技術・技能の習得レベル）

を測定するための研修前後のテスト

（プレ・テスト、アフタ・テスト）、並

びに研修内容に関する評価アンケート

の結果などを用いて、研修内容の見直

し・改善を行う。 

・現在のTSGのシラバス、カリキュラム

及び研修教材について調査する。その

結果、及びTSGを取り巻く状況やTSG

のニーズとキャパシティ、送変電設備

の維持管理にかかわる技術者のニーズ

とキャパティ、及び送電線と変電設備

維持管理方法の現状調査の結果をもと

に、シラバス、カリキュラム、及び研

修教材の増補・改訂の有効性を見定め、

本プロジェクトが対象とする増補・改

訂作業のスコープを確定する。そして、

本邦研修で得た進んだ技術・技能をも

とに、シラバス及びカリキュラムの増

補・改訂を行い、また研修教材の増補・

改訂を行う。 

3.技術協力プロ

ジェクトの内容

（R/D案）の協議

と確認 

・R/D案に基づき目標と達成度設定に

ついてTSGと協議し、プロジェクト活

動内容やリソース投入の方法や規模

について確認する。 

・専門家の分野及びTORについて確認

する。あわせて、TSG側の分担作業範

囲と内容について明確化する。 

・TSGの送変電維持管理研修能力が向上

し、「パ」国の実情により適合すること

がプロジェクト目標として設定され、

この目標達成の結果として、プロジェ

クト終了３年程度の後に発現すること

が期待される正のインパクトが上位目

標である。この達成を確実にするため

には、TSGの研修で目指す技術・技能

の到達レベルやそれを可能にする研修

内容と研修計画、そのために必要なシ

ラバス・カリキュラム・研修教材の見

直しについて、プロジェクトの初期段

階で綿密に調査・計画することが必要

と確認された。 

・専門家の分野は「送電」「変電」及び「保

護・計測」で、短期専門家の投入、C/P

の本邦研修の実施及び研修資器材の取

替え、新設の供与によってTSG研修能

力強化支援を行う。 

4.プロジェクト

実施体制の確認 

・プロジェクト実施体制とC/Pの選定や

役割について関係機関と確認する。

・MOWPのアドバイザーが本プロジェク

トの「パ」国側総括責任者である。NTDC
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・「JCC」の設置目的、活動並びに構成

メンバーについて確認する。 

・在外主管のプロジェクト監理に必要

な措置・の明確化並びに関係機関の

協力体制構築について確認する。 

総裁がプロジェクト・ディレクターと

して管理運営部門の責任者に、また

TSGのチーフ・エンジニアがプロジェ

クト・マネジャーとして技術部門の責

任者を務める。 

・プロジェクトの有効で順調な進展に向

け、日本側及び「パ」国側の関係者に

よるJCCが設けられる。その活動は、

MOWP、NTDC、JICA間で結ばれたR/D

のフレームワーク内の暫定的実行スケ

ジュールをもとにしたプロジェクトの

年間計画の承認、技術協力の年間計画

と進捗の結果のレビュー、プロジェク

ト実施間に生じた主問題のレビューと

意見交換である。構成メンバーは

ANNEX VI参照。 

・プロジェクト関係部門間の調整機能と

して、NTDCの各部門の常務がプロジェ

クト・コーディネーターの任を負う。

JICA専門家はプロジェクト・ディレク

ターとマネジャーに対して、プロジェ

クト実施に伴い必要な技術指導と助言

を与える。 

5.人材育成・技術

移転の手法  

・TOTの実施やシラバス・カリキュラ

ム改定指導に関して、本邦における

研修受入れや「パ」国内での研修実

施の可能性について確認し、投入可

能な研修リソースに基づいてTSGと

協力内容を確認する。 

・チーフ・アドバイザー／送変電運用維

持管理・保護計測・研修計画の専門家

を、シャトル型の派遣形式で実施する

予定である。また必要に応じ他分野の

専門家も派遣する。送電・変電・保護

計測の３分野の本邦研修でTOTを行う

予定で、研修生の人数は、今後の検討

事項である。 

6.日本からの投

入内容の確認 

・協力内容に対応した専門家投入分野、

活動時期等について確認する。 

・本プロジェクトの活動上必要な携行

機材・予算措置について確認する。

・本協力の中で供与する必要のある機

材のリストを作成し、可能な範囲で

見積もりを取り付ける。 

・専門家派遣（短期）はチーフ・アドバ

イザー／送変電運用維持管理、保護計

測、研修計画の分野で、必要に応じ、

他分野の専門家も派遣を予定してい

る。実施期間は協議を行いPOに取りま

とめた。 

・TSGは、NTDCの一部局として毎年一定

の予算措置を受けているが、研修事業

に必要な経費（教材作成、資機材購入

など）は不十分なことから、政策制度

的な位置づけの強化によりTSGが行う

研修活動に必要な予算及び人員が将来

的にも確保されることが必要である。

・研修員受入れ（本邦研修）では送電、

変電、保護計測の３分野供与機材を予

定している。機材リストは、本プロジ

ェクトの中で、研修上の必要性・優先

順位・予算等を考慮して決定する。維
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持管理に関しては今後留意していく。

7.C/P便宜供与の

確認 

・研修センターの施設、設備を確認す

るとともに、C/Pとしてプロジェクト

に提供できる人材、機材、予算等に

ついて確認する。 

・専門家の活動場所確保や執務環境の

整備並びに安全対策等について確認

する。 

・C/P（30名）及び補助スタッフの配置プ

ロジェクト執務室及び事務施設の提

供、供与機材の収納・保管設備、ロー

カルコスト（研修活動費用、C/Pの国内

出張旅費、ワークショップ及びセミナ

ーの開催費用）は「パ」国負担である

と確認された。 

・専門家の活動場所確保や執務環境につ

いては上記の通り。治安状況に応じて

JICA安全対策措置に準じて対応する。

8.案件名につい

て 

・当初案件名は「パキスタン国送変電

維持管理システム改善支援プロジェ

クト」であったが、先方のニーズが

送変電研修センターの能力強化支援

であることから、案件名を「パキス

タン国送変電維持管理研修能力強化

支援プロジェクト（英文名：Project for

Improvement of Training Capacity on

Gird System Operation and

Maintenance）」と変更することについ

て先方に確認する。 

対処方針通り変更することについて先方

と合意してM/Mに記載した。 

 

 

２－３ 団長所感 

（１）協議結果について 

本技プロは、「パ」国電力分野の技術協力の第１号として満足できる内容に仕上がったと考

えている。前回２月の調査以来、MOWPとは「本プロジェクトでは、実施上の内外の課題を

見極めつつ、プロジェクト規模を小さく抑えて、「パ」国・JICA双方が取り組みやすい形を整

える。」との合意に基づいており、それを前提として関係者との協議を進めた。「パ」国では、

特に治安状況との関係において、JICA事業の担い手である本邦業界の理解・協力を取り付け

にくい状況にある。 

「パ」国体制における協力実施の難しさについては、在パキスタン日本国大使館の下京田

書記官のお言葉を借りると「中心となって取りまとめ、かつ、関係者への発信ができる人材

を確保することが不可欠。」であり、本プロジェクトではMOWPアドバイザーがその任を果た

していただける方であることを確認し、プロジェクト・ディレクター（NTDC総裁）を補佐す

る立場で円滑な進捗のための調整役を占めていただくことを約束いただいた。 

 

（２）協力対象 

本協力のC/PであるNTDC（TSG）は、「パ」国送変電分野のエンジニア・テクニシャン向け

の技術研修の場として確たる役割を占めており、研修員受入れ実績は近年にあって安定して

いる。「パ」国では送変電エンジニア・テクニシャンのTSGにおける技術研修や昇進時研修を

義務つけているため、NTDCのみならずDISCOsの132kVスタッフが研修を受ける。研修講師、

体制、シラバス、カリキュラムに関して約20年前のCIDA協力によりセンター諸施設並びに講

師トレーニング、シラバス、カリキュラム、教材の整備が行われた結果として、現在でもそ
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れらが維持・継続されている。ちなみに、TSGは研修後の研修員モニターや評価制度があり、

研修員の所属現場においてTSGスタッフが指導するといったフォローアップ体制はできてい

る。 

しかしながら、研修講師の有する技術・技能に関する専門知識は陳腐化していて時代にそ

ぐわない部分が多くなっていること。また、研修用資器材にあっても現場の近代的な設備に

見合った仕様や容量のものは存在しない。研修事業の中長期計画の内容が貧弱であるといっ

た様々な課題を有している。 

本協力は、案件名「パキスタン国送変電維持管理研修能力強化支援プロジェクト」として、

上位目標の「パ」国送変電の維持管理向上への貢献を掲げ我が国の送変電分野の近代的な技

術・技能に基づいた技術移転を行いつつ、C/Pとの協同体制で研修能力強化を支援するもので

ある。 

 

（３）協力内容 

本協力はNTDC（TSG）研修センターをプロジェクトの主たる活動場所と定め、JICA短期専

門家の投入、C/Pの本邦研修の実施及び研修資器材の取替え、新設の供与によってTSG研修能

力強化支援を行う。また、プロジェクト成果としてNTDC/DISCOsの送変電エンジニアやテク

ニシャンの現場における質的向上への貢献を目標に、本協力はTSGを対象とした研修実施体制

や方法についての改善提案を行って研修講師の受持ち範囲や責任の既定観念について改善指

導を行うことも含めた。 

このほかに、短期専門家は代表的な送変電所を対象にした設備維持管理状況の調査、状況

の整理分析を行って、設備現場における近代的技術や技能等の個別要素技術導入・普及のベ

ースとなる設備運転・維持管理体制（システム）に関する改善提案に努める。あわせて、本

協力による技術移転の進捗確認（モニタリング）を実施することとした。 

なお、短期専門家の派遣期間が限られることもあり、年間ペースの仕切りで送変電設備の

現場に対する改善提案について取りまとめを行い、技術移転の進捗状況や教訓と課題につい

てJCCの一環としてワークショップを開催し関係者に対する啓蒙や普及を行うこととした。本

協力の上位目標として掲げる「パ」国全体への啓蒙・普及に関しては、本協力によるモデル

箇所の協力実績を集約した形で次の段階の取り組みが必要と認識している。 

 

（４）今後に向けて 

技プロの要件であるC/Pとの協同体制構築や技術移転を確たるものとするために、短期専門

家の人材確保並びに国内研修受入れについて本邦関係業界へ強く働きかけていくことが求め

られる。短期専門家に関しては、送変電技術に加えて保護・計測分野と研修計画の人材につ

いて、それぞれメーカー出身者、研修施設・資器材整備計画従事経験者を確保する必要があ

り、厚みのある協力を実施する上で不可欠であることに留意し、今後の本部でのフォローを

お願いしたい。 

また、NTDC（TSG）側によるPC-I「パ」国政府計画委員会）の迅速な承認が求められる。

本プロジェクトの本部決裁を仰いだ後の2009年11月頃のプロジェクト開始が望ましく、PC-

１の取りまとめにおいてJICA事務所関係者のフォローをお願いしたい。 

さらに、本協力は50万、22万、13万2,000V送変電の維持管理能力向上を行うことからDISCO
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ｓとの関係が出てくる。現在、DISCOsは13万2,000ボルト送変電設備を対象とした自社

（In-House）研修センターの建設申請についてWBと交渉中である。JICA調査団は世銀事務所

との協議において、ドナー支援の重複を避けること並びにDISCOsとして自前で保有すべき研

修施設・コース新設に関してアウトソーニングする部分との兼ね合いも含めて妥当性の検討

を行うように申し入れ、共通理解を得た。 

EADに対してはドナー調整機関としての立場から貢献いただくことをお願いしてあるもの

の、引き続きJICAパキスタン事務所関係者にはフォローをお願いしたい。 

本協力はJICAパキスタン事務所主管として実施されるので、技術的並びに調達・契約業務

に関して本部大のサポートがプロジェクトの円滑な進捗体制を担保する上で不可欠といえる。

業務指示書作成、公示案作成、契約等のプロジェクト準備段階を含めた本部のサポートに対

してお願いしたい。 

 

（５）最後に 

本調査団に対してご支援・ご協力いただいた在パキスタン日本国大使館の下京田書記官、

JICAパキスタン事務所の小柳所員、Imran所員、他の皆様に感謝申し上げたい。 
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第３章 送変電設備の現状と課題 
 

３－１ 電力セクターの概況 

「パ」国の電力セクターは、1998年に統括会社であるパキスタン電力会社（Pakistan Electric Power 

company：PEPCO）と、その下部組織で発電部門に発電会社（Generation Company：GENCO）（４

社）、送電部門にNTDC及び配電部門（８社）で構成される配電会社（Distribution Company：DISCO）

に分社化された。 

現在、発電はGENCO、水利電力開発公社（Water and Power Development Authority：WAPDA）及

びIPP、送電はNTDCで配電は９社のDISCOにより運営されている。ただし、カラチ及びその周辺

地域は2005年に株式の73％が民間資本に売却されたKESCが発電、送電及び配電の３部門を一括運

営している。 

近年における発電方式別の内訳は、火力64％、水力33％及び原子力３％で、電力売買の一本化

を計るためPEPCOの下部組織として新たにCPPA（Central Power Purchasing Agency）が設立され

た。 

電力需給バランスは劣悪な状態で、2007年における総発電設備容量約20GWに対し、１割の２GW

が不足していると推定されており、これに対し電力需要の年平均増加率は８％程度と予想されて

おり電力不足の拡大が懸念されている。 

電力料金の設定はNEPRA（National Electric Power Regulatory Authority）が会社別に査定して行

われており、この設定をもとに、「パ」国政府は全国一律にした実際に消費者が支払うべき電気料

金を設定している。この電気料金はNEPRAが設定した料金を下回り、差額はDISCOに補助金とし

て「パ」国政府より支給されている。 

図３－１に電力セクターの体制図を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：MOWP 

図３－１ 電力セクターの体制図 
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３－２ 送変電設備の現状 

「パ」国における送電電圧は66kV、132kV、220kV及び500kVの４種類で、NTDCは220kV約4,000km

及び500kV約4,160kmを運営し、KESCは220kV約300kmの運用を行っている。一方、132kV送電線

は９社のDISCOs 合計約28,000km、KESC 約600kmが運用されている。 

500kV送電線は北部、中央及び南部の負荷中心地を結んでおり、その概要を図３－２に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：NTDC 

図３－２ 「パ」国の500kV及び220kV送電線路 

 

TSGが開設している研修センターは各々ラホール、Tarbela変電所敷地内のタルベラ及びGatti変電

所敷地内にあるフアィサラバードの３カ所に分散している。 

現在、NTDCは220kV及び500kVの変電設備等を運営しており、これらの大部分が10年以上前に
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建設されたもので、なかには40年以上前に建設されたものもある。また、一部の変電所では11kV

の高圧盤を運用している変電所があるが、今後これらは順次DISCOに移管される予定となってい

る。これら変電設備の概要を表３－１に示す。 

 

表３－１ NTDCが運営している変電設備の概要 

500/220kV 220/132kV 132/66kV 132/11kV 
No. 項 目 

No. [MVA] No. [MVA] No. [MVA] No. [MVA]

1. 500kV変電所 12 9,150 - 1,565 - - - - 

2. 220kV変電所 - - 25 9,605 - 115 - 637 

合 計 12 9,150 25 11,170 - 115 - 637 
出所：NTDC 

 

３－３ 送変電設備拡充計画 

（１）NTDCの協力計画 

「パ」国の国家中期開発計画（Medium Term Development Framework：MTDF）では、電力

需要が年平均7.4％増加していくとの想定の下、2010年には27％の電力供給不足が生じると予

想され、2010年までに7,100MW、2030年までに約140,000MWの新規発電設備の建設が必要と

している。また、2005年度における送配変電損失は約22％を超え一部地域では、計画停電を

余儀なくされていることから、新たな電源の開発に加え、送配変電設備の整備・増強等の対

策が急務としている。NTDCは損失低減策として、変圧器（バンク）容量を220kV変電所は

160MVAから250MVA、500kVは450MVAから600MVAまたは750MVAを採用するとともに、送

変電設備の増強として、220kV以上の送電線路の建設が必要となるため、表３－２に示すプロ

ジェクトを実施中で、表３－２に示すプロジェクトのFinanceの早期締結を目途している。 

 

表３－２ LIST OF PROJECTS UNDER CONSIDERATION FOR PREPARATION OF PC-I 

Sr  

no. 
Name of Scheme 

Project Cost (Rs. 

 in million) 

FEC 

(US$ in 

million)

Tentative Date 

 Of 

commissioning 

Remarks 

  Total Local FEC  

1 
Addition of 1x600 MVA, 500/220kV 

transformer at 500kV Lahore Grid Station. 
1075 307 768 13 2008-09 - 

2 
220kV Grid Station near Okara along with 

associated 220kV transmission line 
1595 563 1032 17 2008-09 - 

3 

220kV Grid Station with 2x160 MVA, 

220/132kV transformers to feed LESCO load 

centers(site yet to be finalized) 

831 236 595 10 2009-10 
 

- 

4 
220kV Grid Station near Gujrat along with 

associated 220kV transmission line. 
913 285 628 10 2009-10 - 

5 
500kV Grid Station at D.G Khan along with 

associated transmission lines 
2610 1127 1483 25 2010-11 - 

Total 7024 2518 4506 75  

出所：NTDC 
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表３－３ LIST OF PROJECTS UNDER CONSIDERATION FOR FINANCING 

Sr 

no. 
Name of Scheme PC-1 Status 

Project Cost (Rs. 

in million) 

FEC

(US$ in

million)

Expected Date 

of 

commissioning 

Financial Status 

 Total Local FEC  

1 

220kV Grid station at 

Khuzdar, 220kV 

Dadu-Khuzdar D/C 

Transmission Line. 

Approved on 

27-07-04 
2901 1648 1253 22 2007-08 

Financing from World 

Bank requested 

2 

220kV Grid Station at Ghazi 

Road, Lahore along with 

associated 220kV double 

circuit transmission line.

Approved on 

05-02-05 
2591 1324 1267 22 2006-07 

1)- FEC financing of T/L 

portion under 

consideration through 

EAD for Korean Loan . 

2)- FEC financing of grid 

station portion under 

consideration through 

EAD for KFW Loan. 

3)- Local cost shall be met 

through own resources. 

3 

220kV Grid Station at 

Kasowal along with 

associated 220kV 

transmission line. 

Approved on 

25-02-05 
2067 1256 811 14 2008-09 

Financing from World 

Bank requested. 

4 

Transmission System for 

dispersal of power from 

Char Coal power project.

Submitted to  

GOP on  

05-08-03 

5512 2913 2599 45 2009-10 

Request moved for 

Chinese Development 

Fund through M/O W&P.

5 

Provision of Secured 

Metering System at Delivery 

Points between Electric 

Supply Companies 

Cleared by  

CDWP on  

07-03-05 

1009 496 513 9 2006-07 
Request moved to Prime 

Bank. 

6 

Dispersal of Power from 

Neelum Jhelum Hydro 

Power Project 

Submitted to  

GOP on  

01.06.05 

11216 6337 4879 81 2011-12 
Financing from World 

Bank requested. 

 Total 25296 13974 11322 193   

出所：NTDC 

 

（２）各ドナーの協力計画 

現在の投資計画は2007～2013年に予定する投資をまとめたものがある。資金ソース別に６

区分して管理している。それらは①WB APL借款、②ADBのMFF借款（トランシェー２）、④

JBIC円借款、⑤資金調達未定の一般送電網整備案件、⑥大型電源開発に関連する送電線建設

である。それぞれについて対象案件が表３－４のように計画、配分されている。   

１）WB APL-１：Electricity Distribution and Transmission Improvement Projectが対象とする

送電分野の投資計画として表３－４がある。 
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表３－４ 投資計画（送電）：世銀借款対象案件 

プロジェクト名 
変圧器容量 

（MVA） 
付帯送電線（km） 

所要資金 

（百万Rs） 

所要資金 

（百万ドル）

完成 

予定 

220kV Kawassol 

Substation 

2 X 160   12.0  

Vehri - Yousafwala 

Transmission Line 

 Two Twin Bundle Double Circuit Lines 

I/O of Existing Vehri - Yousafwala Line 

 12.2  

合計    24.4  

出所：World Bank,“Appraisal of Proposed Electricity Distribution and Transmission Improvement Project：Aide Memoire” 

（September 2007） 

 

２）資金調達は確定していないが、ADBの借款（MFFトランシェー２）の候補として準備を

進めている案件は表３－５の通り。 

 

表３－５ 投資計画（送電）：ADB借款（MFFトランシェー２）の候補案件 

変電所名 
変圧器容量

（MVA） 
付帯送電線（km） 

所要資金 

（百万Rs） 

所要資金 

（百万ドル）

完成 

予定 

500kV D.G. Khan 2 X 600 

2 X 160 

500kV Guddu - Multan 2nd Circuit I/O 

at D.G. Khan ( 15 + 15km) 

5,000 83 2009-10

500kV Faisalabad New 2 X 600 500kV Garh/Multan - Gatti T/L I/O at 

500kV Faisalabad (10 + 10km) 

3,000 50 2009-10

220kV Loralai 2 X 160 220kV D.G. Khan - Loralai 4,500 75 2009-10

220kV GIS Jhang Rd.  

Faisalabad 

2 X 250 220kV Samundri Rd. - Jang Rd. D/C 

T/L (20km) 

2,200 37 2009-10

220kV Nowshera 3 X 160 220kV D/C T/L for I/O of G. Brotha 

Shahibagh T/L at Nowshera (5 + 5km) 

1,500 25 2009-10

220kV D/C T/L Dharki CCPP - Rohri 

New (115km) 

3,200 53 

132kV D/C T/L for I/O of Rohri - 

Khairour/Gambat D/C T/L at Rohri New 

(1 + 1km) 

18 0 

220kV D/C Rohri New -Shikarpur T/L 

(50km) 

780 13 

220kV D/C T/L for I/O of Dharki - 

Rohri New at Engro CCPP (5 + 5km) 

150 3 

220kV Rohri New for 

interconnection of IPPs 

at Engro Energy PP and 

Mari (Dharki) CCPP 

2 X 160 

132kV Rohri New - Gambat D/C T/L 

(53km) 

360 6 

2009-10

Dispersal of Power from 

Jarwar CCPP(IPP) 

 132kV Jarwar - Sadiqabad D/C T/L 

(60km) 

535 9 2009-10

Augmentation of 220kV 

Rohri 

3 X 250     

合計   27,207 453  

出所：NTDC,“NTDC Development Program” 
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３）JBICに対し円借款を要請中の投資計画として表３－６がある。 

 

表３－６ 投資計画（送電）：JBICに借款を要請中の案件 

変電所名 
変圧器容量

（MVA） 
付帯送電線（km） 

所要資金 

（百万Rs） 

所要資金 

（百万ドル）

完成 

予定 

500kV R.Y. Khan 2 X 600 500kV Guddu - Multan 3rd Circuit I/O 

at R.Y.K (60 + 60km) 

5,771 96.0 2009-10 

220kV Gujrat 3 X 160 220kV Mangla - Ghakkar D/C I/O at 

Gujrat 0.5 + 0.5km) 

1,671 28.0 2009-10 

220kV GIS Shalmar  3 X 160 220kV Ravi/KSK - Ghazi Rd. D/C I/O 

at Mehmood Buti (2 + 2km) 

2,635 44.0 2010-11 

220kV Chishtian 2 X 160 220kV Vehari - Chishtian D/C Line 

(65km) 

2,578 43.0 2009-10 

500kV Shikarpur 2 X 600 500kV Guddu - Dadu I/O at Shikarpur 

(20 + 20km) 

5,307 88.0 2009-10 

合計   17,962 299.0  

出所：NTDC, “NTDC Development Program” 

 

投資計画の主要部分はADBのMFF（トランシェー２）の供与を仰ぐ予定であるが、ADB

とトランシェー２に関する交渉は開始されておらず、成否は不明の状態である。ADB借款

を利用する予定の案件を除外しても、なお多数の投資案件を抱えている。送電線網にかか

る一般投資案件に加えて、大型電源開発に関連する送電線の建設事業が対象に含まれてい

る。これら投資案件を一覧すると表３－７の通り。 

 

４）送電網の整備にかかる一般投資計画のうち、資金調達が未定となっている案件は表３－

７の通り。なお、NTDCによれば以下の案件は「中期計画（2008-13）」の承認により正式な

開発計画に組み込まれることになるとしており、よって現時点では正式なものには至って

おらず、CDWP承認あるいはPC-１の承認には至っていないとの説明がある1。 

 

                             
1 NTDC宛追加質問に対する回答（2007.12.4） 
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表３－７ 投資計画（送電）：一般投資 

変電所名 
変圧器容量

（MVA） 
付帯送電線（km） 

所要資金

（百万Rs） 

所要資金 

（百万ドル）

完成 

予定 

500kV Moro  500kV Jamshoro - Moro - R.Y.K 

(490km) 

13,850 231 2009-10 

220kV Chakwal 2 X 250 220kV Mangla - Rewat S/C I/O at 

Chakwal (50km) 

2,200 37 2009-10 

220kV GIS Industrial 

Estate Chiniot 

3 X 250 220kV Gatti - Ludewala D/C I/O at 

Chiniot Industrial (10km) 

3,000 50 2010-11 

500kV Ghatti Lahore 

2nd Circuit 

 500kV Gatti - Lahore T/L (110km) 4,000 67 2010-11 

220kV GIS Industrial 

Estate Faisalabad 

4 X 250 220kV Gatti -Faisalabad Ind. (10km) 3,900 65 2011-12 

220kV Jahanian 2 X 250  1,300 22 2011-12 

220kV Jhang 2 X 250  1,500 25 2011-12 

500kV Thar Coal Link - Jamshoro - 

Moro I/O at Tando Jam. (10 + 10km) 

3,200 53 500kV Tando Jam (Thar  

Coal) 

2 X 750 

500kV Thar Coal - Tando Jam 

(230km) 

6,500 108 

2011-12 

220kV Jamrud 

Industrial 

2 X 250 220kV Sheikh Muhammadi - Jamrud 

Industrial D/C T/L (10km) 

1,500 25 2011-12 

220kV Taxila 2 X 250 220kV Burhan - ISPR S/C I/O at 

Taxila (6km) 

1,500 25 2011-12 

220kV Sialkot - 

Ghakkar 

 220kV D/C T/L for I/O of one cct of 

220kV Ghakkar - KSK D/C T/L at 

Sialkot (65km) 

1,500 25 2011-12 

合計   43,950 733  

出所：NTDC, “NTDC Development Program” 

 

５）大型電源の開発に伴い整備が必要となる送電線投資計画で資金調達が未定となっている

案件は表３－８の通り。これら案件は大型電源開発の日程がいまだ確定したものといえる

段階になくNTDCの開発計画に組み込まれるには至らず、CDWP承認あるいはPC-１承認に

は至っていない2。 

 

                             
2 NTDC宛追加質問に対する回答（2007.12.4） 
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表３－８ 投資計画（送電）：大型電源開発関連 

変電所名 
変圧器容量

（MVA） 
付帯送電線（km） 

所要資金

（百万Rs） 

所要資金 

（百万ドル）

完成 

予定 

Power Dispersal from 

Thar Coal PP 

 500kV Thar - Jamshoro (280km)    

500kV Neelum-Jhelum - Rewet 

(110km) 

Power Dispersal from 

Neelum-Jhelum HPP 

 

500kV Neelum - Jhelum - Gujranwala 

(235km) 

   

Dispersal of Power from  

Kohara HPP 

 500kV Kohala - Gujranwala S/C T/L 

(225km) 

7,800 130 2012-13 

Dispersal of Power from  

Akhori HPP 

 220kV D/C Lines from Akhori to 

Chakwal and Attock and 220kV 

G/Station Attock 

2,400 40 2012-13 

Dispersal of Power from  

Diamer Bhasha HPP 

 3 X 765kV Lines from Bhasha to load 

centers 

72,000 1,200 2012-13 

合計   101,576 1,693  

出所：NTDC, “NTDC Development Program” 

 

３－４ 送変電維持管理の現状 

500/220kV変電所はNTDCが運用しているが、流通設備の維持管理に必要な事故記録等が統一さ

れておらず、また事故対策等も十分に行われていないため、類似事故が発生している。 

2008年におけるファイサラバードの500kV Gatti変電所にかかる事故件数は28回で、このうち、

17回（約61％）が「凧」による停電で、保守が原因と思われる「PT不具合」及び「錆」は合計２

回で約６％を占めている。その他としては、磁気テープによる相間短絡事故、小麦畑の火事及び

管轄外の事故による波及事故となっている。 

また、220kV University変電所の2008年における事故件数は７回（約58％）が過電圧によるトリ

ップで、これは負荷遮断に伴う電圧上昇と考えられる。なお、距離継電器によるトリップは大部

分が「凧」が原因となっている。 

これら、Gatti及びUniversity変電所の2008年における事故原因と停電時間を各々表３－９及び表

３－10に示す。 

 

表３－９ Gatti変電所の2008年における事故件数・原因及び停電時間 

220kV 500kV 合 計 
No. 事故原因 

回数 累計時分 回数 累計時分 回数（％） 時分（％）

1. 凧 15 20:43 3 6:25 18(61) 27:08(44) 

2. 碍子の尖絡 1 0:59 2 1:21 3(11) 2:20(4) 

3. PT不具合 1 0:40 0 0 1(3) 0:40(1) 

4. 接続ヶ所 2 20:58 0 0 2(8) 20:58(34) 

5. 錆 0 0 1 4:38 1(3) 4:38(7) 
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6. その他 0 0 3 5:57 3(11) 5:57(10) 

合 計 19 43:20 9 18:21 28(100) 62:41(100)

出所：NTDC, Gatti変電所 

 

３－10 University変電所の2008年における事故件数・原因及び停電時間 

220kV 132kV 合 計 
No. 事故原因 

回数 累計時分 回数 累計時分 回数(%) 累積時分(%) 

1. 過電圧 7 8:05 0 0 7(58) 8:05(46) 

2. 距離継電器 0 0 2 0:15 2(17) 0:15(1) 

3. その他 3 9:14 0 0 3(25) 9:14(53) 

合 計 10 17:19 2 0:15 12(100) 17:34(100) 

出所：NTDC 

 

３－５ 送変電維持管理における他ドナーの協力内容と協力体制 

電力セクターへの支援はJICA、WB及びADB等が上げられる。以下にWB及びADBが実施してい

るこれら計画の概要は以下の通り。 

（１）WB 

援助対象はDISCOのMEPCO、LESCO、IESCO及びHESCOの４社で、TOT及びカリキュラム

の更新も含まれているが、フィージビリティを確認後実施することとしている。現在、LESCO

を対象にTORの取りまとめ中であるが、原則、本計画とは重複しないと考えられるが、３カ

月に一度程度、定期的に確認する必要がある。 

（２）ADB 

今回調査では、先方との打ち合わせが行えなかったので、最終確認はできなかったが、事

前情報によると援助対象はNTDCであることより、詳細援助範囲を最終確認する必要がある。

また、WB同様３カ月に一度程度、援助内容を確認する必要がある。 

 

３－６ 送変電維持管理の課題とニーズ 

主な課題としては下記が挙げられる。 

（１）維持管理に必要なマニュアル類の完備 

（２）各機器のCommissioning記録及び保守記録の整備 

（３）事故及び不具合に対する適切な再発防止対策・処置の実施 

（４）変電所全体図及び全体系統図の完備 

（５）変圧器を含め、共通設備である消火設備関係等が未整備 

（６）ケーブル等が煩雑に敷設されており、設計・施工面の改善が必要 

（７）研修環境の整備 

（８）月報及び年報の整備 

上記を改善するために運転・保守に必要なメーカー作成資料を完備するとともに、必要最低限

のフォーマットを作成し維持管理を行う必要がある。また、変電所の機能及び各機器の役割と機

器間のインターフェース並びにNTDCの基準等との整合性を再確認する必要がある。 
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 なお、送変電設備維持管理研修能力強化支援を実施するにあたり、下記資料の収集分析を行い、

現実に即したより効果的な支援プログラムを策定することが望まれる。 

１）NTDCの設計・施工基準 

２）主要変電所における事故記録（最低過去５年分） 

３）NTDCのTSGにかかる将来計画 

一方、調査期間中にタルベラ及びラホール研修センター視察後、ワークショップを開催したので、

そのときの資料を表３－11に示す。 

 

表３－11 Observation to Transmission and Substation Engineering 

                 （Tarbela, Lahore Training Centers and University Grid Station） 

1. Conditions of training equipment and materials seem good. 

 

2. Following points seems as weak points; 

 

1) Training materials for operation and maintenance, 

 

2) Equipment and tools including IT facilities, 

 

3) Review of training program, 

 

4) Standardization of record sheets 

a) To prevent reoccurrence of fault, 

b) For predictive maintenance, 

 

5) Coordination between transmission/substation and other section, and 

 

6) Accommodation facilities. 
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第４章 研修計画と施設の現状と課題 
 

４－１ TSGの研修の現状 

（１）研修センターの役割 

TSGでは、イスラマバード、ラホール並びにファイサラバードの３カ所に技術研修センター

（Training Center：T/C）を設置・運用しているが、各研修所の役割は、 

１）Tarbela T/C（イスラマバード）；基礎研修（電気基礎、送・変電基礎、保護・計装基礎） 

２）NKLP T/C（ラホール）；送・変電保守研修と保護・計装研修 

３）Gatti T/C（ファイサラバード）；送電線保守研修－500kV活線作業研修 

に区分されている。 

各研修所共、技能研修に加えて昇任・昇進候補者向けの研修を施す役割を担っている。 

NTDCでは、このほかにWAPDA Academy（在ファイサラバード）及び WAPDA Staff College

（在イスラマバード）の２カ所の研修施設を運用しているが、前者は初任者教育のための一

般研修機関及び後者は昇任資格認定研修を行う機関である。 

 

（２）各研修センターの講師陣容 

TSGにおける研修講師の実配属数は、表４－１に示す通りである。Tarbela T/Cではジュニア

講師に２名の欠員が、また、NKLP T/Cでは同じく３名の欠員が生じているが、チーフ・エン

ジニア以下センター職員の努力により着実に研修実績を積み重ねているとともに、後述する

ように2011年までの今後の研修実施予定も組まれているなど、研修実施に向けての旺盛な意

欲が感じられることから、JICA支援により研修センターとしての機能の充実と講師陣のレベ

ルアップが図られれば、さらに技術研修の成果を高めることが可能となろう。 

 

表４－１ NTDC研修センターの講師陣容 

送  電 変  電 保 護・計装 講 師 数 計 分類 

 

 

研修センター 

シニア 

講師 

ジュニア

講師 
講師 

シニア

講師

ジュニア

講師
講師

シニア

講師

ジュニア

講師
講師

シニア講

師 

ジュニア

講師 
講師 

Tarbela 2/2 1/1 1/1 2/2 0/1 1/1 3/3 0/1 1/1 7/7 1/3 3/3 

New Kot 

Lakhpat 
1/1 0/1 2/2 1/1 0/1 2/2 1/1 0/1 2/3 3/3 0/3 6/7 

Gatti (1)/- (2)/- (2)/- 1/1 1/1 2/2 - - - 1(1)/1 1(2)/1 2(2)/2

 注：1. 表中の分数表示は、配属数／定員数 を示す。 
 2. シニア講師は、Dy. Mgr.、ジュニア講師はAsst. Mgr.、講師はInspector、Demonstrator、Foremanの職位にある者であ

る。 
 3. Gatti T/Cにおける（ ）内の講師数は、活線作業研修（12週コース）のための臨時講師数である。 

 

（３）研修用教材・機器 

上記３研修施設にあっては、予算措置がままならない状況の中で、チーフ・エンジニア以

下関係者の不断の努力によりその機能を果たしているが、さらなる研修業務の充実化を図る

ためには以下の点について改善の余地があると考える。 

１）各研修所において研修生に配布する体系的なテキストが整備されておらず、研修の回次

により、同一科目の講義・実習内容が異なる（研修内容の均質化が保証されていない）可

能性がある。 
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２）研修生が自習する際の参考書の整備がほぼ全くと言ってよいほどなされておらず、各講

師が専門的事項を確認する際にも支障を来している可能性が高い。 

この２点に関する予算措置の状況を質したところ、教材等の充実に関して予算措置を施し

たことはないとの回答を得た。 

３）CIDA支援により研修施設が設立された当時の研修機材がいまだに使用されて（したがっ

て、機材は良好に維持されて）おり、資材・機器等の更新が進んでいる現場との整合がと

れていない面がある。ただし、現場には新旧機材が混在しており、旧型の機器に関する研

修のニーズもいまだに消えてはいない。 

この点については、今回の技プロにて体系的な研修用機器の供与が要望されているもので

ある。 

４）研修成果あるいは実習結果を整理するなどのためのコンピューターが１台も導入されて

おらず、また資料・事務書類等の複写に用いるコピー機が１台も配備されていないことは、

研修及び事務の効率化の観点から、早急に解決すべき課題と思われる。 

 

（４）研修実績 

各研修所での送・変電、保護計装等にかかる研修の実績は、表４－２～表４－４に示す通

りである。 

なお、研修生の派遣元はNTDCとDISCOで、2008年度における受入れ人数の所属先割合は、

各コースで多少のばらつきはあるが総数でみるとほぼ半々（Tarbela T/C実績；「GSO Training 

Center NTDC Tarbela」より）である。 

 

表４－２ 研修実績 

 
変 電 

（13週）

送 電 

（12週）

保護・計装

（17週）
小計 

～2001/６ － － － － 

2001～2002 56 33 28 117 

2002～2003 58 47 48 153 

2003～2004 54 43 52 149 

2004～2005 35 26 63 124 

2005～2006 48 41 49 138 

2006～2007 29 43 23 95 

2007～2008 44 34 15 93 

2008～2009 31 34 26 91 

計 355 301 304 960 

年平均 39 33 34 107 

出所：TSG資料より再整理 
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表４－３ TSG NKLP研修所における研修実績（単位；人） 

分 野 

年 

変 電 

（26週）

送 電 

（６週）

保護・計装

（32週）
小計 

2001～2002 57 - 8 63 

2002～2003 54 - 11 65 

2003～2004 66 - 16 82 

2004～2005 58 - 27 85 

2005～2006 58 - 41 99 

2006～2007 58 150 17 225 

2007～2008 40 123 23 186 

2008～2009 33 122 25 180 

2009 9 9 4 22 

計 433 404 172 1,009 

年平均 48 45 19 112 

出所：TSG資料より再整理 

 

表４－４ TSG Gatti研修所における研修実績（単位；人） 

分 野 

年 

変 電 

（－ 週）

送 電 

（12週）

安全・救護

（－ 週）
小計 

2006～2009 571 13 23 607 

計 571 13 23 607 

年平均 190 4 8 202 

出所：TSG資料より再整理 

 

４－２ 研修施設の改善計画 

TSGの最高責任者（チーフ・エンジニアのMr. Muhammad Khalid）によれば、施設の改築等の

計画はないとのことであったが、いずれの研修所においても事務棟・研修棟・実習棟・試験棟・

宿泊施設等の老朽化が進んでいる（多少の補修は施されているものの、設立当時のまま）と見受

けられた。今回の技プロの中でこれらの改修を施すことは予算的に難しく、別途検討の余地あり

と考える。 

 

４－３ 研修用機材の現状と課題 

タルベラ研修センターのP&I（Protection & Instrumentation：保護・計装）試験室では、CIDA支援

により研修センターが建設された当時の試験用機器が各種使用されており、メンテナンスの状態

は良いものの現場では既に使われていない機器がほとんどで機器の陳腐化が著しいと言わざるを

得ず、更新が望ましい。ただし、各種リレーに関しては、最新型はブラックボックス化されてい

て内部構造・動作原理等がわからない反面、古い型のものは動作原理を学ぶためには必要である。

他方、新型機器は現場への導入が進んでいるので、実際的な面からその運用訓練を施す必要があ
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り、旧タイプを維持しつつ新型機器を導入するといった両面での配慮が必要である。 

この事情はラホール並びにファイサラバードの研修センターにおいても同様で、特に、リレー

盤の更新は各研修センター共通の課題と思われる。 

前述したように、各研修センターにおいて研修成果あるいは実習結果を整理するなどのための

コンピューターが１台も導入されておらず、また、資料・事務書類等の複写に用いるコピー機が

１台もないことは、研修及び事務の効率化の観点から早急に解決すべき課題と思われる。加えて、

事務棟・研修棟・実習棟・試験棟・宿泊施設等の老朽化が進んでいる（いずれも多少の補修は施

されているものの、設立当時のまま）と見受けられた。陳腐化が進んだ試験用機器の更新と併せ

てこれら建築物も更新することが望ましいと思料する。特に、コンピューター室を新設する事を

想定すると、その構造自体がやや特殊ものとなることから、建築物の同時更新が望ましい。 

 

４－４ 研修におけるドナーの協力内容と協力体制 

（１）WB 

WBでは、技術研修の分野でNTDCに対してテクニカル・アシスタンス（Technical Assistance：

T/A）等により支援をすること事は考えていないとのことであった。 

（２）ADB 

ADBにおいてNTDCに対して技術研修に関するT/Aを行うという類の情報は得られていない。 

 

４－５ 研修の課題とニーズ 

（１）TSGは送変電設備の「パ」国唯一の研修機関であり、これまで役割を十分に果たしてきた。

ただし、講師陣の大半は現場経験から身につけた知見に基づいて後進を指導するという、い

わゆる叩上げタイプの講師が多く、今回調査の中で彼ら自身の口からその基礎となる学問的

知識や自らが経験したことのない事例に関しては、研修生からの質問に答えられないなどの

不安が聞かれたのも事実である。そのため、送変電技術の体系的な知識の解説に始まり、各

分野の相互関連性並びに保守作業内容を技術移転した後、送電・変電・P&Iに関するインター

フェースに関して基本的な項目を技術移転する必要がある。場合によっては、系統の基本事

項から技術移転する必要性も考えられる。加えて教授法等の分野での講師陣への研修ニーズ

が極めて高い。 

 

（２）2009年２月の報告（「詳細計画策定調査現地調査報告書」）にあるように、NTDCの送電設備

にあっては、500kV、220kV系統並びに各DISCOが所管する132kV系統の設備近代化が鋭意進

められているが、現場には老朽化した既設設備と近代的設備が並存している。そのため老朽

化設備と近代的設備の双方を対象とした運転維持管理技術の向上並びに習得の手段として技

術者あるいは技能者への研修ニーズが極めて高い。 

 

（３）2009年２月の報告にあるように、中央給電指令所（National Power Control Centre：NPCC）

の近代化が今後２年以内に実施されると、NTDCとDISCOにおいてNPCCシステムとリンクし

たSCADAシステム導入が必要となってくる。これに伴い、系統運用技術導入に関する研修の

ニーズが生じてくることは明らかである。 
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（４）2009年２月の報告にあるように、TSGの研修施設は陳腐化・老朽化した訓練機材・施設を抱

えながらもその役割を果たしてきており、現行体制の維持は最も望ましい選択肢といえる。

しかしながら、訓練機器の更新や近代化並びに講習技術向上を狙った外部研修機会のための

資金が不足していることもまた事実である。 

今後共、TSGが現場要求に合致した研修を提供していくためには、訓練機器の更新や講師の

養成並びに若返りを図りつつ研修カリキュラムの充実化を進めるなどの様々な改善の実施が

急務である。 

一方、我が国における高圧（並びに超高圧）送変電設備の運転維持管理技術の紹介並びに

研修コースへの導入支援が本協力の目玉の一つと位置づけられる。この意味で、設備維持管

理業務における設備診断、余寿命判定、予防保全、安全で信頼性の高い施工技能、高い職業

意識など技術移転の対象となる分野は、今後増えてくるものと推察される。 

 

４－６ 研修スケジュールのー例 

（１）本邦研修のスケジュール例 

本邦研修は実施期間を３週間程度とし、プロジェクト実施期間の３年間にわたり毎年１回

同一内容で実施する。また、実施時期は各研修センターでの研修実施予定を勘案して調整す

る。 

 

表４－５ 本邦研修スケジュールの一例 

日程 項  目 実施場所 備  考 

１ オリエンテーション（２日） JICA東京研修センター  

２ －同上－ －同上－  

３ 
研修受入れ電力会社の紹介並びに設備の概要

と特徴の説明（0.5日） 

研修受入れ電力会社 
 

４ 保守点検実施項目について（１日） －同上－  

 
①保守点検の体系、項目、インターバル（随

時保守、定期保守等） 
 

 

 
②機器設備データ管理及び設備管理システム

の機能とデモ 
 

 

 

③設備の異常・劣化診断技術（開閉タイミン

グ、熱画像、油中ガス分析、超音波診断等）

並びに新技術による機器診断（渦電流による

電線腐食診断等） 

 

 

５ 
技能訓練・社内研修プログラムの構成（１～

２日） 

－同上－ 
 

 
①人材育成方針、育成プログラム、技能認定

制度 
  

 ②技能訓練センター訪問   

 ③事故点の特定と復旧訓練   
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６ 点検研修（５日）  

７ ①保守点検のポイント 

研修受入れ電力会社ま

たは関連技術サービス

会社 

 
 

８ 
②実設備点検作業の見学、技能訓練風景の見

学 

 
 

９ ③実技実習、ビデオ学習等   

10 ④質疑応答   

11 

メーカー工場訪問（１日）－変圧器、GIS、制

御機器、送電線導体、鉄塔、磁器碍子等のメ

ーカーから１ヶ所 

 

 

12 高圧変電試験設備の見学（１日）   

13 
移動用機器設備見学、直営点検見学、メーカ

ー点検見学（１日） 

 
 

14 総括質疑（１日）   

15 研修報告会（１日） JICA東京研修センター  

16 研修評価会（１日） －同上－  

17 

20 
 

18 

研修成果整理日（計２日） JICA東京研修センタ

ー 

 

19   

20 

休日（研修期間中の日曜日計２日） 

  

21 予備日   

 

（２）「パ」国内研修のスケジュール例 

国内研修は、短期専門家の派遣期間内に行うものとし、年４回各１カ月間程度の頻度と日

数でプロジェクト期間の３年間にわたり実施する。 

国内研修に充当する日数としては、派遣専門家の移動と準備期間等を考慮すれば、各３週

間程度が適当と考える。また、各研修センターでの一般受講生向け研修の実施スケジュール

が予定されていて、すべての研修センター講師が一堂に会して全体研修を行うことは適当で

はないことから、研修センターごとに講師研修を実施する必要がある。 

研修項目は最終的にTSGとの協議・調整に基づいて決定するが、当面は概論研修と各論研修

及びその他の項目に区分して、それぞれ以下の項目が想定される。 

１）概論研修 

・送変電技術の体系的な知識 

・各分野の相互関連性並びに保守作業内容 

・送電・変電・P&I間のインターフェースに関する基本事項 

・研修カリキュラムの改訂と充実化 

・系統運用技術導入に関する研修（必要に応じ） 
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・教授法（必要に応じ） 

２）各論研修（特に変電所運転を想定） 

・変電所全体図及び全体系統図の整備 

・各機器の運用開始及び保守記録（様式・記載項目の統一を含む） 

・事故及び不具合記録の整備と処置方法・再発防止対策の確立 

・月報及び年報の整備 

３）その他 

・研修環境の整備（必要に応じ） 

・維持管理に必要なマニュアル類の整備 

・設計・施工面の改善（ケーブル類の整理・整頓） 

・共通設備である消火設備の重要性 

 

以上の各項目を、年度ごとの短期専門家派遣回次に応じた実施スケジュールに当てはめた

一例を、表４－６に示す。 



 

 

－
3
1
－

表４－６ 国内研修スケジュールの一例 

2009年 2010年 2011年 2012年 
分

類 

年度／回

 

項  目 
第１回 第２回 第１回 第２回 第３回 第１回 第２回 第３回 第４回 第１回 第２回 第３回 

送変電技術の体系的な知識 ○            

各分野の相互関連性並びに保守作業内容  ○           

各分野間のインターフェースに関する基本事項  ○           

研修カリキュラムの改訂と充実化（継続実施）   ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

系統運用技術導入に関する研修          △   

概 

論 

研 

修 

教授法           △  

変電所全体図及び全体系統図の整備   ○          

各機器の運用開始及び保守記録（様式・記載項目の統    ○ ○        

事故及び不調記録の整備と処置方法・再発防止対策の     ○ ○       

各

論

研

修 
月報及び年報の整備       ○ ○     

研修環境の整備           △  

維持管理に必要なマニュアル類の整備（継続実施）    ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

設計・施工面の改善（ケーブル類の整理・整頓）         ○    

そ

の

他 

共通設備である消火設備の重要性          ○   

  注：1. 最終実施項目は、TSGとの協議・調整により決定する。 
  2. 研修は、各研修センター講師に対し同一内容で行う。 
  3. 欄中の○印は必須項目を表し、△印は必要に応じて実施する項目を示す。 
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第５章  プロジェクトの評価分析の結果 
 

今回の詳細計画策定調査の結果に基づき評価５項目の観点から評価を行った結果、本プロジェ

クトは、妥当性がおおむね高く、一定のインパクト・自立発展性が見込まれると判断される。有

効性及び効率性については、プロジェクトの開始段階で実施する現状調査（ベースライン調査）

により支援対象分野・範囲を絞り込み、適切な規模・内容及びタイミングの投入を行うことが、

プロジェクトの有効性及び効率性を高め、円滑な実施につながると考えられる。 

 

５－１ 妥当性 

以下の理由により、本プロジェクトの妥当性は概ね高いと判断される。 

（１）パキスタン電力セクターにおける人材育成のニーズは高い 

「パ」国は、電力需要の急激な伸びに伴い、2008年夏には停電が都市部で６～８時間、地

方部で12～18時間と深刻な電力不足に直面している。電力系統全体のシステムロス率は24％

と高い水準にあり、新たな電源開発に加え、送配電網の整備・増強が課題となっている。 

NTDCの送電設備にあっては、500kV、220kV系統並びに各DISCOsが所管する132kV系統の

設備近代化が鋭意進められているが、現場には老朽化した既設設備と近代的設備が並存して

いる。そのため老朽化設備と近代的設備の双方を対象とした運転維持管理技術の向上並びに

習得の手段として技術者あるいは技能者への研修ニーズは極めて高い。さらに、NPCCの近代

化が今後２年以内に実施されると、NTDCとDISCOsにおいてNPCCシステムとリンクした

SCADAシステム導入が必要となり、系統運用技術導入に関する研修のニーズが生ずることが

想定される。 

NTDCの一部局であるTSGは、高圧送変電設備の維持管理を扱う「パ」国では唯一の研修機

関といわれているが、CIDAの支援が終了した1990年以降、研修活動に必要な予算措置が不十

分なまま、研修内容及び施設・機材の更新並びに講師の研修も行われていない。送変電設備

の近代化が徐々に進む「パ」国において、技術サービスを提供するTSGの研修内容及び設備環

境が時代の進展に伴わないのは大きな問題となっている。さらに、NTDCで送変電維持管理業

務に携わる技術者（エンジニアやテクニシャン）が昇進するためにはTSGで行われる技術・技

能試験にパスすることが必須条件となっており、DISCOsも自前の試験設備を持たない分野に

ついてはTSGの昇進試験を利用している。TSGが、こうした技術現場のニーズに応える研修及

び試験サービスを提供し、送変電維持管理分野の技術・技能レベルの向上を牽引していく役

割を果たすためには、研修機器の更新や講師の養成並びに若返りを図りつつ研修カリキュラ

ムの充実化を進めることが急務となっている。 

 

（２）政府の電力セクター政策との整合性は認められる 

「パ」国政府は、国家開発計画である「Vision 2030」にて、2030年までの工業化の達成を

掲げている。また、貧困削減戦略ペーパー（2003年12月）において、「経済成長の加速」と「貧

困削減」」に取り組むとしており、電力をはじめとするインフラ整備は経済成長と貧困削減双

方にとって重要であり、特に電力セクターにおいては安価で信頼性の高い電力供給が重要で

あると認識している。2005年から2010年を目標年次とした中期開発フレームワーク（2005年

５月）では、電力消費者の需要に対応すべく必要性に応じて送電網整備を実施していく旨が
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記載されている。 

ただし、民営化を柱とするセクター再編に伴い誕生したNTDC及びDISCOs等の電力関連会

社の組織強化が大きな課題と認識されながら、技術者の育成・訓練に関する具体的な政策指

針は整備されていないことから、高圧送変電分野では国内唯一の研修施設というTSGの位置づ

けや活動のあり方に影響を与え得る中央政府（MOWP）の政策やNTDC・民間各社の事業方針

の動向には引き続き注意が必要である。さらに、WBやADBがNTDC及びDISCOsに対するソフ

ト及びハード両面での支援を開始していることから、支援の重複を避け相乗効果を生み出す

連携の構築に向け、政府及び他ドナーと調整を進めていく必要がある。 

 

（３）日本の対パキスタン援助方針との整合性は高い 

平成17年２月に策定された「対パキスタン国別援助計画」は、我が国の援助重点分野とし

て「人間の安全保障の確保と人間開発」「健全な市場経済の発達」及び「バランスのとれた地

域社会・経済の発達」の３分野を取り上げ、JICAの国別事業展開計画（2009年４月）による

と、健全な市場経済の発達のための開発課題「市場経済活性化と貧困削減を支援する経済イ

ンフラの拡充と整備」の達成支援を目指す「電力拡充整備プログラム」が現在実施中である。

本プログラムでは、これまで円借款が協力の中心に据えられ、発電・送電・配電にかかるハ

ード施設の整備が行われてきたが、電力セクターの構造再編に伴い誕生した各種電力会社の

組織強化や経営改善・技術力向上を目的としたソフト面への協力の必要が高まっており、本

技術協力プロジェクト形成の背景となっている。 

 

５－２ 有効性 

 本プロジェクトは、以下の点から有効性が見込める。 

プロジェクトの初期段階で、TSGを取り巻く状況やTSGのニーズ及びキャパシティ、送変電設備

の維持管理にかかわる技術者のニーズ及びキャパシティ、送電線及び変電設備維持管理方法の現

状が再確認され（PDM及びPOにおける活動０）、TSGのシラバス、カリキュラム及び研修教材の見

直しの対象や範囲が慎重に検討されること（アウトプット１を達成するための活動1-1）を条件と

して、高い有効性を見込むことができる。また、アウトプット１～５は、以下の理由により、プ

ロジェクト目標を達成する上で必要不可欠なものであり、そのうちアウトプット１～３の達成は、

研修活動を行うTSGのリソースの更新そのものであり、アウトプット４及び５を達成する条件でも

ある。 

アウトプット１「TSGのシラバス、カリキュラム及び研修教材が適切に増補・改訂される。」及

びアウトプット２「TSGの研修機材が適切に更新され、適切に利用・維持管理される。」は、TSG

が行う研修活動の根幹を成すものであり、「パ」国（TSG）側から最も緊急度の高い支援として要

請されている。アウトプット３「TSGの講師が、「パ」国の送変電施設維持管理に適切な進んだ技

術・技能を本邦研修でのTOTを通じて習得する。」は、研修内容の更新や新しい機材の利用管理を、

TSGのスタッフ自身が自立発展的に行えるようになるために、必要な技術・技能の移転を行うもの

である。 

アウトプット４「NTDC及びDISCOsの送変電技術者向け研修プログラムが、適切に改訂される。」

及びアウトプット５「TSG講師の研修計画の立案・実施・モニタリング評価の能力が向上する。」

は、シラバスや研修機材と同様に、CIDAの支援が終了した1990年から約20年の間、変化すること
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なく営々と維持されてきたTSGの研修実施体制の更新（組織の活性化）を意味するもので、具体的

には、研修事業の見直し・改善やより中長期的な視点に立ったTSGが行う事業のあり方についての

検討・計画能力及び実施能力をTSGが組織として、さらに講師一人一人が持つことを目指している。

現在のTSGスタッフには、事業を改善・発展させていくための「プランニング」の概念が理解され

ていない面がある。本プロジェクトの成果として獲得される新しいリソースの活用方策の立案を

通じてプランニング能力を高めることをめざす。 

本プロジェクト実施過程においては、政府の電力セクター政策の継続性、他ドナーの電力セク

ター支援等の外部条件に加え、NTDCの人材育成策や研修に参加した講師や技術者の定着率などに

ついても継続的にモニターすることから、これらがプロジェクト目標達成に対する阻害要因とな

る可能性は低いと考えられる。 

 

５－３ 効率性 

本プロジェクトは、「短期専門家派遣」「C/Pの本邦研修」及び「研修機材の取替え・新設」で構

成される支援事業を、限られた期間（３年間）に限られた投入（約２億円を想定）の下で行い、「TSG

の送変電維持管理研修能力が向上し、パキスタンの実情により適合したものになる」という具体

的な結果を出すというものである。既述の通り、TSGでは1990年に終了したCIDAの協力の成果が

忠実に反復・継続されてはいるが、その研修内容及び研修環境はこの20年間変わっておらず、「更

新」を必要とする分野は膨大である。したがって、限られた投入で確実に結果を生むよう、本プ

ロジェクトによる支援の具体的な対象分野・範囲を絞り込む必要がある。 

短期専門家についてはシャトル型派遣が想定されているが、本邦研修や機材供与の時期・内容

とあわせ、専門家の派遣時期・期間・活動内容について詳細な検討が必要である。また、「パ」国

側の投入（ローカルコストの負担）の確保も不可欠である。他方、WB及びADBが電力セクターの

組織強化・能力向上に向けた支援を開始していることから、これら他ドナーとの連携を構築でき

れば相乗効果も期待できる。 

以上により、本プロジェクトの効率性を確保するためには、プロジェクト関係者による詳細な

検討と調整が必要であると考えられる。 

 

５－４ インパクト 

上位目標「パキスタンの送変電設備維持管理が向上する。」（指標：送電線の故障発生率が、XX

年までにXX％減少する。）は、本プロジェクト実施による効果の発現によって将来達成される見込

みがあると予測できる。 

しかしながら、達成までに要する時間については、TSGの研修キャパシティと電力セクターの全

体需要との関係が本調査時点で明確に把握できないことから、その想定は困難である。本プロジ

ェクト開始時に行う現状調査で得られるベースライン（送変電設備の維持管理にかかわる技術者

のニーズとキャパシティ及び研修対象となる技術者人口など）をもとに検討する必要がある。 

その他プロジェクト実施によりもたらされる正のインパクトとしては、現場技術者を対象とす

るTSGの研修が、座学に加え実験演習及びフォローアップのOJTを通じ、NTDCの変電所など現場

の活動と直結しながら進められることにより、送変電維持管理の現場で使用される各種マニュア

ルの改善、保守記録・報告の整備、事故及び不具合に対する適切な再発防止対策・処置の実施向

上等に、直接寄与することが想定される。 
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なお、事前評価調査時点では、プロジェクト実施による負のインパクトは想定されない。 

 

５－５ 自立発展性 

本プロジェクトの自立発展性はおおむね高いと考えられるが、以下の通り、いくつかの側面に

ついては継続的にモニターし、確認していくことが必要である。 

（１）政策・制度面 

高圧送変電分野では国内唯一の研修施設であるTSGは、NTDC及びDISCOsの技術者に対し、

今後も研修事業を継続し、新システム導入に伴う系統運用技術導入に関する研修を実施して

いくことが想定されており、制度面での自立発展性には一定程度の期待が持てる。一方、民

営化を柱とするセクター再編が進むなか、電力セクターにおける人材育成についての中央政

府（MOWP）の政策やNTDC・民間各社の事業方針は未だ整備途上にある。政府の政策及び

NTDCの事業戦略の中にTSGが一層明確に位置づけられることが望まれる。 

 

（２）組織・財政面 

TSGは、研修事業を継続的に実施する組織としての機構・体制を既に備えている。しかし、

CIDAの支援が終了したときから、その運営管理体制や活動内容・施設・機材は更新されてお

らず、新人講師の配置も進んでいない。また、研修事業の計画・実施・評価にかかわる一連

の活動や、予算の執行及び人員配置にかかわる一連の判断・意思決定は、全てTSGの代表（シ

ニア・エンジニア）に一任されている状況にあり、事業活動の進捗・達成状況を合理的に判

断するためのモニタリング評価のシステムも整備されていない。本プロジェクトによる新た

な投入（技術と機材）を最大限に活かし現実社会の研修・技術支援ニーズに応えるTSGとなる

よう、旧態依然の固定観念を見直し活性化をめざす組織としての努力と人員強化が望まれる。 

また、TSGは、NTDCの一部局として毎年一定の予算措置を受けているが、研修事業に必要

な経費（教材作成、資機材購入など）が不十分なことから、政策制度的な位置づけの強化に

よりTSGが行う研修活動に必要な予算及び人員が将来的にも確保されることが必要である。 

したがって、組織・財政面での自立発展性の確保に向けた取り組みについては、継続的な

モニタリングを通じて、プロジェクトからも関係機関への働きかけを行っていくことが重要

である。 

 

（３）技術面 

C/P（TSG講師）は、NTDCの送変電施設の運用・維持管理に携わるエンジニアとして長い

経歴を有し、移転技術の受け皿としての経験と資質を備えているが、CIDAの支援終了以降、

講師のための研修は行われていない。本プロジェクトによる技術移転の成果は、TSGの将来の

研修実施にあたり活用できるものであり、技術面での自立発展性は高いものと思われる。さ

らに、人員強化（新人講師の配置）により、自立発展性は一層高まることが見込まれる。 
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第６章 今後のプロジェクトの基本計画 
 

６－１ プロジェクト目標 

 2012年10月の本プロジェクト終了時までに達成されるべき目標とその達成度を測る指標は、次

の通りである。 

 

プロジェクト目標 指標 

1.プロジェクト終了までに、送変電設備の維持管理に

携わるXX人の技術者がTSGの研修を修了し、「送電」

「変電」及び「保護・計測」の業務に必要な技術と

技能を習得する。 

TSGの送変電維持管理研修能力が向上

し、パキスタンの実情により適合した

ものになる。 

2.XX％以上のNTDCの変電所及びDISCOsの事務所

が、TSGにより提供される研修及び技術支援に満足

する。 

 

プロジェクト目標の達成を確実にするためには、TSGの研修で目指す技術・技能の到達レベルや

それを可能にする研修内容と研修計画、そのために必要なシラバス・カリキュラム・研修教材の

見直しについて、プロジェクトの初期段階で綿密に調査・計画することが必要である（後述する

アウトプット１及びアウトプット４の活動）。また、本邦研修の成果をTSGで行われる研修に確実

に反映することも求められる（本邦研修の詳細計画は、後述のアウトプット３の活動の中で作成

される）。 

さらに、研修受講者による技術・技能の習得については、理解度や習得レベルの測定ツール（研

修前後のテスト、授業内容や指導方法に関する評価アンケートなど）の開発整備が必要となる。 

 

６－２ プロジェクトの上位目標 

上位目標は、プロジェクト目標達成の結果として、プロジェクト終了３年程度の後（事後評価

が行われる時期）に発現することが期待される、より上位の開発目標であり、プロジェクトの正

のインパクトを示す。本プロジェクトの上位目標とその指標は、次の通りである。 

 

上位目標 指標 

パキスタンの送変電設備維持管理が向

上する。 

送電線の故障発生率が、XX年までにXX％減少する。

 

本プロジェクトでは、プロジェクト目標として、送変電設備の維持管理に従事する送配電会社

（NTDC及びDISCOs）の技術スタッフを対象に訓練・研修を行う唯一つの国営機関であるTSGの

研修能力向上に焦点を当てている。プロジェクト目標が達成されると、送変電施設の維持管理に

携わる技術者の技術・技能の向上が期待できる。このような状況が確保され、かつ、研修機関と

してのTSGの政策的位置づけ、TSGで訓練を受けた技術者の送変電施設維持管理分野での業務の継

続、「パ」国内で送変電施設の更新の進展等の外部条件が満たされれば、上位目標である「パ」国

の送変電設備維持管理が向上することが期待できる。 

ただし、そうした効果が「プロジェクト終了３年後」という短期間で発現する可能性について
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は、本プロジェクト開始時に行う現状調査で得られるベースライン（送変電設備の維持管理にか

かわる技術者のニーズとキャパシティ及び研修対象となる技術者人口など）をもとに再検討する

必要がある。 

 

６－３ 成果と活動 

 本プロジェクト目標達成のためのアウトプットは５つ設定されている。各アウトプットの内容

とそれぞれの達成度を測る指標は、次の通りである。 

 

アウトプット１ 指標１ 

1.増補・改訂された シラバス及びカリキュラム TSGのシラバス、カリキュラム及び研

修教材が適切に増補・改訂される。 
2.増補・改訂された研修教材（標準化された記録方式

や報告システムを含む） 

活動１ 

1-1.現在のTSGのシラバス、カリキュラム及び研修教材について調査する。 

1-2.TOT研修で得た進んだ技術・技能をもとに、研修教材の増補・改訂を行う。 

1-3.TOT研修で得た進んだ技術・技能をもとに、シラバス及びカリキュラムの増補・改訂を行

う。 

 

活動1-1の結果、及びプロジェクト開始時に行うTSGを取り巻く状況やTSGのニーズとキャパシ

ティ、送変電設備の維持管理にかかわる技術者のニーズとキャパシティ、及び送電線及び変電設

備維持管理方法の現状調査（PDM及びPOにおける活動０）の結果をもとに、シラバス、カリキュ

ラム、及び研修教材の増補・改訂の有効性を必要な研修機材とともに見定め（研修機材について

は、次のアウトプット２の活動に含まれる）、本プロジェクトが対象とする増補・改訂作業のスコ

ープを確定する。 

TSGが行う研修の達成レベル（研修生の技術・技能の習得レベル）については、シラバス・カリ

キュラム・研修教材の見直しを行う本活動１の中で、その到達目標を設定する。 

 

アウトプット２ 指標２ 

1.策定された研修機材及び施設の整備・維持管理計画

（ICT：Information and Communication Technology

設備を含む） 

TSGの研修機材が適切に更新され、適

切に利用・維持管理される。 

2.機材を使用する研修における研修生の成績・達成レ

ベル 

活動２ 

2-1.研修機材及び施設の整備・維持管理計画を作成し、供与機材リストを確定する。 

2-2.供与機材を適切に設置する。 

2-3.機材を使用する研修を実施・モニタリングし、評価結果をもとに研修内容を改善する。 

 

活動2-3では、研修生の理解度や達成のレベル（技術・技能の習得レベル）を測定するための研

修前後のテスト（プレ・テスト、アフタ・テスト）、並びに研修生による授業内容や指導方法に関

する評価アンケートの結果などを用いて、研修内容の見直し・改善を講師とともに行う。研修生
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の達成レベルについては、カリキュラム作成時に到達目標を設定する。 

 

アウトプット３ 指標３ 

1.XX人以上のTSG講師（シニア・インストラクター）が、本

邦研修を修了し、「送電」「変電」及び「保護・計測」につ

いて進んだ技術・技能を習得する 

2.本邦研修後の、TSGにおける講師の研修業績・達成レベル

TSGの講師が、パキスタンの送

変電施設維持管理に適正な進

んだ技術・技能を、本邦研修

（TOT）を通じて習得する。 

3.送変電維持管理に関するワークショップやセミナーにおけ

るTSG講師の業績・貢献度 

活動３ 

3-1.本邦研修（TOT）のシラバス、カリキュラム、及び研修教材を作成する。 

3-2.本邦研修の参加者を選定する。 

3-3.本邦研修を実施・モニタリングし、評価結果をもとに研修内容を改善する。 

 

本邦研修の参加対象者は、次の通りである。 

・TSGの講師（シニア・インストラクター） 

・送変電施設の運用・維持管理に携わるNTDCのエンジニア 

・NTDC並びにTSGのマネジメントに携わる幹部スタッフ 

本邦研修の内容は、プロジェクト開始時に行われる現状調査（ニーズ及びキャパシティの確認、

PDM及びPOにおける活動０）の結果に基づいて確定する。また、本邦研修の到達目標（研修に参

加する講師の達成レベル、すなわち技術・技能の習得レベル）については、カリキュラム作成時

（活動3-1）に設定する。 

活動3-3では、本邦研修に参加する講師の理解度や達成のレベル（技術・技能の習得レベル）を

測定するための研修前後のテスト（プレ・テスト、アフタ・テスト）、並びに研修内容に関する評

価アンケートの結果などを用いて、研修内容の見直し・改善を行う。さらに、帰国後の講師の活

動（TSGでの研修指導、ワークショップやセミナーでの報告・講演）についての評価結果も（後述

するアウトプット５の活動に含まれる）、本邦研修の改善に活用する。 

 

アウトプット４ 指標４ 

1.策定された研修プログラムの基本方針と方策 

2.改訂されたTSGの年間研修計画 

NTDC及びDISCOsの送変電技術者向

け研修プログラムが、適切に改訂され

る。 

3.改訂されたTSGの長期研修戦略 

活動４ 

4-1.TSGが取り組む送変電維持管理技術者研修プログラムの基本方針を策定する。 

4-2.TSGの年間研修計画を見直し、必要な改訂を行う。 

4-3.TSGの長期研修戦略を見直し、必要な改訂を行う。 

 

活動4-1は、増補・改訂されたカリキュラムや教材、更新された研修機材、及び技術・技能を高

めた講師という新たなリソースをもって行う活動で、NTDC及びDISCOsの技術者を対象とする

TSGの研修プログラムについて、目的と内容、受け入れる研修生の人数や参加資格、研修で目指す
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技術・技能の到達レベル等についての方針と、その進捗及び達成状況を測るモニタリングの方法

を取りまとめる。そうして策定された基本方針の上に、活動4-2の各年度の年間研修計画の改訂が

行われるが、毎年の予算編成時期（４～６月）に行い、次年度（会計年度は７月～６月）に向け

た予算申請に連動させることが重要である。 

活動4-3は、研修能力が向上したTSGが、NTDCの人材育成ポリシーや「パ」国・電力セクター

における訓練・研修需要に積極的に対応していくことを視野に入れた、より長期的なTSGのビジョ

ンづくり（ビジネスプランづくり）を意味している。 

 

アウトプット５ 指標５ 

1.TSG講師による研修の企画・実施・モニタリング評

価の実施業績・達成レベル 

TSG講師の研修計画の立案・実施・モ

ニタリング評価の能力が向上する。 

2.ワークショップやセミナーでの業績・達成レベル 

活動５ 

5-1.TSG講師による、研修の企画・実施・モニタリングを支援する。 

5-2.モニタリング評価の結果をもとに、研修内容を改善する。 

5-3.グリッドシステムの運用・維持管理など関連するテーマについてワークショップやセミナ

ーを開催する。 

 

活動5-1及び5-2では、研修生の理解度や達成のレベル（技術・技能の習得レベル）を測定する

ための研修前後のテスト（プレ・テスト、アフタ・テスト）、並びに研修生による授業内容や指導

方法に関する評価アンケートの結果などを用いて、研修内容の見直し・改善を講師と共に行う。 

活動5-3のワークショップ／セミナーは、本プロジェクトによる技術移転の成果（シラバスや研

修プログラムの改訂、本邦研修で学んだ新技術についての報告など）を披露・普及するための有

効な手段と位置づけられるもので、JCCが主催する。こうしたワークショップやセミナーの開催時

には、その内容やプレゼンテーションなどに関する評価アンケートを参加者に対して実施し、TSG

講師の能力向上度合いの測定や、企画内容の見直し・改善に活用する。 

 

６－４ 日本側と「パ」国側の投入 

 今回調査における協議の結果、日本側及び「パ」国側の本プロジェクト投入（案）は、次の通

り合意された。 

日本側 「パ」国側 

短期専門家 

・チーフ・アドバイザー／送変電運用維持管

理 

・保護計測 

・研修計画 

 必要に応じ、他分野の専門家も派遣する。 

 業務実施契約型案件として、シャトル型の

専門家派遣形式が実施される予定（12MM）。

C/P 

 30名 

このうち24名がテクニカル・C/P（M/Mの

「ANNEX６：Allocation Plan of C/P参照） 

補助スタッフ 
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本邦研修（以下の３分野におけるTOT） 

・送電 

・変電 

・保護計測 

 研修生の人数は、今後の検討事項 

専門家の活動にかかる便宜供与 

・執務室と付帯設備 

 

機材供与 

・機材リストは、本プロジェクトの中で、研

修上の必要性・優先順位・予算等を考慮し

て決定する。 

・原則として、本技プロの年間事業計画に基

づき、TSGの年間研修計画及び予算作成時期

に、更新機材リストを作成する。 

供与機材の収納・保管設備 

 

プロジェクト実施に必要なローカルコスト 

・TSGの研修活動に必要な経費 

・C/Pの国内出張旅費 

・ワークショップ及びセミナーの開催費用 

 

 

６－５ 外部条件とリスク分析 

外部条件とそのリスク 
対応策（プロジェクトで対応

できる事項） 

【プロジェクト目標から上位目標へ】 

1.「パ」国政府及びNTDCの電力セクターにおける人材育成政

策に大きな変化が起こらない。 

2.本プロジェクト期間中にTSGで研修を受けた技術者が、「パ」

国内で送変電維持管理業務を継続する。 

3.「パ」国内で送変電施設の更新（近代化）が進む。 

【想定される影響・リスク】 

1.電力セクターの人材育成政策、またはNTDCのポリシー

の変更によって、TSGへの予算配分が計画通り実施され

ない。または、TSGの研修・訓練にかかる責務と権限が

大幅に変更される（この場合、本プロジェクトの実施根

拠が喪失する） 

2.TSGで技術技能を高めた技術者が職場に定着しない。 

3.国内の送変電施設の更新（近代化）が進まず、TSGでの

研修・訓練の成果が活かされない。 

 

１～３については、本プロジ

ェクトでモニタリングを行う

ことで対応する。 

 

 

 

1.については、さらに、JCCを

通じてTSGの長期研修戦略に

関する情報を発信し、NTDCの

人材育成政策策定に積極的に

貢献する。 

【アウトプットからプロジェクト目標へ】 

1.他ドナーの支援策が、本プロジェクトの実施に負の影響を与

える方向に変化しない。 

2.技術移転を受けた講師が、TSGで研修の業務を続ける。 

【想定される影響・リスク】 

1.TSGの研修・訓練にかかる責務と権限が変わる。 

2.TSG講師が習得した技術や技能がTSG内に定着せず、組

織としての研修能力の向上が限定される。人員が不足す

ることで、活動を効率的に推進することが困難となり、

活動の一部が実施できなくなる。 

 

1.「パ」国政府との協議の他

に、他ドナー（WB及びADB）

との協議・調整を行い対応

を検討する。 

 

2.離職・異動者の背景や理由

を調査し、NTDC及びMOWP

と対応を検討する（JCCを開

催し、対応策を検討する） 

【活動からアウトプットへ】 

1.TSGの研修予算が確保される。 

2.TSGの研修に、見込まれた人数が研修生として参加する。 

 

１及び2 JCCを開催し、対応策

を検討する。 
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【想定される影響・リスク】 

1.予算不足により、活動が実施できなくなる。 

2.研修活動に十分な人数の研修生が参加せず、技術・技能

の普及と研修効果の量的な広がりが限定される。 

 

 

６－６ 前提条件 

 プロジェクトの前提条件として、以下の２点が挙げられる。 

（１）適切な数のTSG講師が、本プロジェクトのC/Pとして配置される。 

（２）治安状況が悪化しない。 
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第７章 技術協力実施上の留意点 
 

７－１ 送変電及び保護・計測における留意点 

 送変電設備の維持管理にかかる技術研修を実施する上で、下記２項目に留意する必要がある。 

（１）送変電システム 

現在の研修所では、これらに関するカリキュラムがないので、NTDCの技術規定をベースと

した最低限の知識を研修内容に含めることが望まれる。特に、各機器のインターフェースに

ついては最低限の知識を身につけることが望ましい。なお、既存の事故記録を分析し、事故

原因が保守に関連するものがあれば、適切な対策を研修内容に含めることが望ましい。 

 

（２）送変電資機材 

既存の保守記録用紙等は、メーカ作成の古いものを使用しているので、実際の設備に即し

た記録用紙等を整備するとともに、研修内容にOJTを含め効果的な技術移転を行う必要がある。

なお、「パ」国では220kVケーブル及びGIS（Gas Insulated Switchgear）の普及が考えられるの

で、TSGと協議しこれらを考慮した研修計画立案が望まれる。 

 

７－２ 研修計画における留意点 

（１）現在の送変電設備と研修機材との整合 

既存送変電設備は比較的新型機器（特に各種リレー盤）の導入が進んでいる反面、研修セ

ンターで使用されている研修用機材はセンター設立当時のままである。言い換えれば、研修

センターでは旧型の機器類を整備・補修しながら大切に使用しているということになるが、

現場への導入が進んでいる新型機器に関して実務の面からそれらの維持管理の訓練を施す必

要性も看過できない。したがって、旧型機器を保守しつつ新型機器を導入して、旧型機器に

よって動作原理の学習をする一方で新型機器によって現場での運用法を習得するといった両

面での運用に関する配慮が必要である。 

 

（２）研修の進め方 

各研修センターにおいて研修成果あるいは実習結果を整理するなどのための研修に必要な

道具（コンピューター等）がほとんど導入されておらず、また、資料・事務書類等の複写に

用いるコピー機が１台も配備されていないことから、技術協力の研修活動実施時（国内研修

及び海外研修共）に、その進め方（本邦講師等によるプレゼンテーションのやり方）並びに

技術資料の提供方法に工夫を要する。すなわち、TSG研修センターの現状では、ソフトコピー

を現地に持ち帰って処理することが容易ではない。加えて、紙媒体での提供資料も複写が容

易でない（市中のコピー専門店に依頼する）ため、本件研修実施時に研修生の手持ち以外に

複数（５～10）部を用意・提供するなどの配慮が必要である。 

 

（３）現地研修スケジュールとの調整 

本件技術協力は、TSG研修センターの講師陣を対象とした技術研修を行うものであるが、講

師陣を本件研修に参加させることにより、現地での一般受講者を対象とする技能・技術研修

スケジュールに支障を来すことのないように、本件研修のスケジュール調整に配慮する必要
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がある。 

 

（４）高度な系統運用技術と超高圧送変電技術に関する研修 

NPCCの近代化が今後２年以内に実施されると、NTDCとDISCOにおいてNPCCシステムとリ

ンクしたSCADAシステムの導入・運用を検討する必要が生じてくる。これに伴い、系統運用

技術に関する研修実施の必要性が生じる。また、「パ」国内で既に運用されている交流500 kV

送電あるいは今後採用される予定の交流765kV及び直流500kV送電に備えて、我が国における

超高圧送変電設備の運転維持管理技術の紹介並びに研修カリキュラムへの導入支援を視野に

入れる必要がある。なお、光ケーブル等を使用した最先端の電力設備については、混乱を避

けるためにも既存設備の研修が一通り終了した時点で実施することが望ましい。 

 

（５）他ドナーとの協調 

今回調査時点では、代表的なドナー機関のWB及びADBによるNTDCに対する技術研修支援

の実施予定は確認されていないが、支援活動のドナー間での重複を避ける意味から、本件協

力実施期間においてもこれら他ドナーとの情報交換を行いつつ進める必要がある。 

 

（６）その他 

基本事項として安全確保が挙げられるが、「パ」国は季節変化が著しいので、特に、濃霧及

び雷雨時期等は、これらに配慮し臨機応変に対応できるような計画とする必要がある。 

 

７－３ プロジェクトのモニタリングに関する留意点 

 本プロジェクトの有効性及び効率性を高めるために、開始段階で実施する現状調査（ベースラ

イン調査）により支援の対象分野・範囲を絞り込み、適切な規模・内容及びタイミングの投入を

行うこと、及びプロジェクトの進捗・成果について関係者が共有できる具体的な指標を設定し、

プロジェクト実施中のモニタリングを緊密に進めることが重要である。 

 

（１）現状調査（ベースライン調査）に基づくPDM及びPOの確定 

プロジェクトの開始に際し、TSGを取り巻く状況やTSGのニーズ及びキャパシティ、送変電

設備の維持管理にかかわる技術者のニーズ及びキャパシティ、送電線及び変電設備維持管理

方法の現状、及び研修対象となる技術者人口などのベースラインを確認し、本プロジェクト

の支援対象・分野の絞り込みを行った後に、プロジェクト目標、上位目標、アウトプット、

指標、POを確定する。あわせて、指標の進捗把握（すなわち技術移転のモニタリング）の方

法を確定する。プロジェクト活動のモニタリングは、完成したPDM及びPOに沿って行うこと

になる。 

 

（２）「技術移転の進捗＝技術・技能の習得」状況のモニタリング 

研修能力強化を目的とするプロジェクトにおいては、研修内容（シラバス、カリキュラム、

教材）の見直し・整備は、能力強化の指標となる研修の達成目標（研修生の技術・技能の習

得レベルなど）の設定とともに行われ、その進捗及びプロジェクト目標の達成状況を関係者

が確認・共有できる体制が必要となる。そのためには、研修生の理解度や習得のレベル及び
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その推移を測定するためのツール（研修の前後に実施する技術・技能テストや授業内容・講

師の指導方法に関する評価アンケートなど）を開発整備し、プロジェクト期間を通じてモニ

タリングを行う必要がある。 



付 属 資 料 

 

１．要請書 

２．合意したM/M及びR/D 

３．面談記録 

４．収集資料リスト 

 

 







































































































































 

 

３．面談記録
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面談・協議録－１ 

 

水利電力省 表敬 

2009 年 7 月 06 日（月）11 時 10 分～12 時 00 分 

面談相手 Riaz Ahmad Khan アドバイザー、Zarar Aslam 次官補 

JICA   調査団：丹羽団長、瀬戸団員、嶋岡団員、大嶋団員、JICA パキスタン事務所：小柳所員

丹羽団長より前回調査（2009 年 02 月）結果のレビューと今回調査のスケジュール確認及び調査目的

が R/D 署名である事並びにプロジェクト目標, PO（技プロ実施計画）等の詳細を NTDC と詰める必

要がある事等の説明をした後、質疑を行う。 

 

１ 水利電力省からの質疑 

（１） 今次技プロの予算規模が要望機器材を全て賄える額か気になる。 

（２） 他の電力セクター関連要請案件に係る日本サイドの進捗状況は？  

（３） プロジェクト目標, PO 設定等、NTDC との協議内容については了解したので、プロジェクトパ

ラメータ及び実施手順協議等の段取りも含めて全面協力する。 

（４） 電力セクターの人材育成政策関連資料の提供要請に関して、3 年ほど前に始まり本年 11 月に終

了する世銀支援の「Power Sector Capacity Building Project」（Khan アドバイザー自身、同プロ

ジェクトの Coordination Committee の Chairman の任にある）の資料を提供するので、支援に

重複のないよう活用していただきたい。右プロジェクトの実施部門である MoWP 内の Policy 

Implementation Cell（PIC）で、電力セクターの人材育成政策をまとめており、その中で TSG

についても触れている。（8 日に JICA 事務所を通じて資料入手することを確認。） 

（５） Tarbela の TSG 研修センターを訪れる際に、Mangla 発電所（1,100MW）のケーブル火災事故

に鑑み、研修センター対岸に設置されている水力発電所に問題がないか、時間があれば現地状

況（特に電力の送出区間－Power Evacuation Arrangement）を確認して欲しい。 

（６） 日本側から要請ある資料の提供については、関連部門担当の Joint Secretary に要請内容を通告

して、後日、資料提供の機会を設ける。 

２ 調査団からの回答と質疑 

（１） 技プロの予算規模は未確定であるが、機材供与規模に限度があり要望機材を全て調達できる額

では到底ないので、日本国内研修に加えて要望器材の差額分を無償支援で埋め合わせたいと考

えている（丹羽団長）。関連して、小柳所員より、研修用器材の無償供与手続きについて概略説

明を行う。 

（２） 技プロ実施時の JCC（合同調整委員会）の主なメンバー構成を質し、Khan アドバイザーより

委員長には Khan 氏自身を、プロマネには NTDC の技師長を当てる考えである旨の回答を得た。

（３） Tarbela の水力発電所訪問については、現状、JICA の安全基準により立ち入りが規制される地

帯に指定されているので訪問できないが、研修センターで聴取を試みるつもりである旨回答し

た。 

（４） その他、電力セクター関連の懸案事項（主に要請案件採択手続きの進捗状況）について、Khan

アドバイザーと小柳所員との間に質疑応答あり（詳細は本技プロの範囲を逸脱するので割愛）。

―以上―
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面談・協議録－２ 

 

在パキスタン日本国大使館表敬 

2009 年 7 月 06 日（月）12 時 20 分～12 時 50 分 

面談相手 EOJ 下京田孝 二等書記官 

JICA 調査団 丹羽団長、瀬戸団員、嶋岡団員、大嶋団員 JICA パキスタン事務所 小柳所員 

１ 在パキスタン日本国大使館側のコメント 

（１） パキスタン国電力セクターへの技プロ支援は本件が初めての事であるが、Khan アドバイザー

が「パ」国電力セクターの状況並びに我が国支援のスキーム等良く理解しているので心強い。

「パ」国で協力案件を進めるに際し、キーパーソンを捉えて「パ」国側での意志伝達を如何に

正確に行えるかがポイントとなる。他方、JICA 現地事務所は頼りになるし本邦からの協力も

充分期待できるので、今次調査で実りある成果が得られる様期待している。本格実施に向けて

努力されたい。今次調査には全面的にサポートする。 

２ 調査団からのコメント 

（１） 今回調査出発前の対処方針会議で、国内研修の概要を説明し技プロと無償資金協力との組み合

わせで実施したい旨を経産, 外務の各担当に説明した事を報告。 

（２） 国内研修受託先の内諾を取り付けてある事, シャトル型の専門家派遣実施を考えている事, 技

プロに係る PDM の概略説明等を行った。 

（３） 各分野担当団員より、今次調査の主要調査項目等につき報告した。 

―以上―
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面談・協議録－３ 

 
JICA パキスタン事務所で協議 

2009 年 7 月 06 日（月）14 時 10 分～17 時 

面談相手 JICA パキスタン事務所 小柳所員、イムラン職員 

調査団  丹羽団長、瀬戸団員、大嶋団員、嶋岡団員 

１. 無償案件について JICA からの説明 

現在、無償案件として研修用資機材の調達を検討している。内容について変更等があった場合

には、7 月末を目処に修正版が提出されればそれを考慮することが可能である。今回の調査期間中

に NTDC/TSG に確認してもらいたい。また、研修所等の環境整備についても無償に含めるか検討

中である。 

２. 調査団からの質疑 

（１） 今回調査出発前の対処方針会議で、国内研修の概要を説明し技プロと無償資金協力との組み合

わせで実施したい旨を経産省及び外務省の各担当に説明した事を報告。 

（２） 7 月 10 日の TSG との協議（PDM ワークショップ）次第案の確認を行った。 

（３） 今後の日程の確認を行った。 

（４） 質問表（評価グリッド）に沿って以下を確認した。 

1) 妥当性について：「パ」国政府の電力セクター政策及び日本の「パ」国電力セクターに対する

支援に関する資料を得た（以下３．） 

2) 有効性について：TSG の組織運営についてヒヤリングし、チーフ・エンジニアのハリッド氏

が研修事業の計画実施に関して中心的な役割を果たしていることを確認した。 

３．入手資料 

・ 「Policy for Power Generation Projects, Year 2002」、 

・ 「Vision 2030, Chapter 9」、 

・ 「MTDF: 28 Energy Security」、 

・ 「Budget Speech, 2009/2010」 

・ 「対パキスタン国 事業展開計画案、2009 年 4 月現在」（和・英） 

・ 「Basic Survey of Power Sector for Formulation of ODA Yen Loans, Final Report, January 2008, 

OPMAC Corporation」 

・ 「Application Form for Grant Aid From Japan」：LTR No. 3405-8/CE(TSG), dated 2-6/2009 

―以上―
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面談・協議録－４ 

 

TSG Tarbela Training Center (Islamabad) 訪問 

2009 年 7 月 07 日（火）11 時 30 分～15 時 20 分 

面談相手 Chief Engineer, Muhammad Khalid, TSG 

 Eng. Muhammad Saleem, Principal, TSG Tarbela T/C 

 Dy Mgr. Sandal Khan Shinwari, TSG Tarbela T/L 

 Dy. Mgr. Qaiser Khan, TSG Tarbela P&I 

 Dy. Mgr. Falak Sher Javed, TSG Tarbela Grid Station 

JICA 調査団：丹羽団長、瀬戸団員、嶋岡団員、大嶋団員、JICA パキスタン事務所：小柳所員

今回調査の目的が無償支援と絡めた技術支援のための MM 署名であり、R/D は後日最終打ち合わせを

行い確認する事の説明後、先方のブリーフィングを受け質疑を行い、その後研修施設を見学した。 

１ TSG 側の問題認識 

① 研修用機器の陳腐化 

② 講師のスキルアップ（研修方法, 最新技術に関する知識等） 

③ NTDC がタジキスタンからアフガン経由で直流 500 kV の送電電圧で電力融通の計画があり、こ

れに関する知識･技術を講師陣に習得させたい。 

① について 

 P&I（保護･計測）の試験室では、CIDA 支援により当研修施設が建設された当時の試験用機器が各

種使用されており、保管状態は良いものの現場では既に使われていない機器が殆どで、これらの更新

が望ましい。ただし、各種リレーに関しては、最新型はブラックボックス化されていて内部構造･動作

原理等が判らない反面、古い型のものは動作原理を学ぶためには必要である。他方、新型機器は現場

には導入が進んでいるので、実際的な面からその運用訓練を施す必要があり、両タイプの配備が必要

である。 

② 講師を対象とする研修を日本で行うと共に、パ国内においても研修を実施して欲しい。 

２ 質疑を通じて得られた現状認識 

 上記①,②については、その通りと認識する。他方、③については、実現の時期が不透明な事もあり、

将来に向けた検討課題とするのが適当と思料する。 

他に、以下の印象を持った。 

④ 研修生に配布するテキストが作成されておらず、同一科目の講義･実習内容が異なる（研修内容

の均質化が保証されていない）可能性がある。 

⑤ 研修生が自習する際の参考書の整備が全くと言って良い程無く、各講師が専門技術を確認する

作業に支障を来している可能性が高い。 

この２点に関する予算措置の状況を質した所、予算措置を施した事はないとの回答であった。

⑥ 研修成果或いは実習結果を整理する等のためのコンピュータが１台も導入されておらず、また、

資料･事務書類等の複写に用いるコピー機が１台もない事は、研修及び事務の効率化の観点か

ら、早急に解決すべき課題と思われる。 

⑦ 事務棟･研修棟･実習棟･試験棟･宿泊施設等の老朽化が進んでいる（いずれも多少の補修は施さ

れているものの、設立当時のまま）と見受けられた。 

―以上―
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面談・協議録－５ 

 
NTDC University Grid Station, Islamabad 訪問 

2009 年 7 月 08 日（水）10 時 15 分～14 時 30 分 

面談相手 Resident Engineer Wazir Muhammad (Electricity) 

 Asst. Engr. Muhammad Bashil (Protection & Maintenance) 

JICA 調査団：丹羽団長、瀬戸団員、嶋岡団員、大嶋団員 

訪問趣旨を説明した後先方のブリーフィングを受け、質疑と施設見学を行った。概要は以下の通り。

１．先方よりの説明 

当変電所では、220kV と 132kV の 2 種類の送電電圧を扱っており、それぞれの回線数は 220 kV 

2 回線（各 2 重）132 kV 7 回線（各 2 回線）である。その他、一部 11 kV 回線も扱っている。 

 

（１）TSG T/C での研修について 

1) NTDC においては、現場業務の担当者となる要件として TSG での研修受講が必須要件となっ

ている。また、同研修は昇任の 1 要件でもある。当変電所職員の中で、TSG T/C での研修受

講経験者は Eng. Bashir を含め 5 名で、内訳は P&I, Live Line Crew, Dead Line Crew 及び

Maintenance Crew が各 1 名である。P&I の受講者は現在 TSG Tarbela T/C Principal の Eng. 

Saleem で、いずれも昇任（Promotion）要件として受講した。因みに、所長の Eng. Wazir は

広島での研修受講経験がある。 

2) TSG T/C とは、研修内容, 実施時期等について定期的に意見交換を行っている。昨年から今年

にかけては意見交換のために各研修センター（Tarbela, Lahore, Faisalabad）合わせて 6 回の

講師陣の来訪があった。 

（２）メンテナンスについて 

当変電所では、メンテ部門の仕事はそれ程なく（メンテフリーの機器が多いためか？）、P&I

部門がメンテ業務も担当している。 

質疑に続いてトリップ事故報告書の提供を依頼し、これを受領した。 

 

２．質疑を通じて得られた現状認識 

1) トリップ事故報告のミス或いは記載ミスがみつかった事から、事故報告, 事故記録の正確性を期

する必要のある事が認められる。 

2) 事故報告書より、NPCC の指示ミスが原因と思われるトリップ事故の事例が覗われた。 

3) 所内に UPS（無停電電源装置書）の配備が全く見られなかった。→緊急時にはどうするのか？

早急に解決すべき課題と思われる。 

―以上―
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面談・協議録－６ 

 
TSG H/Q（在 Lahore）訪問 

2009 年 7 月 09 日（木）9 時 00 分～11 時 45 分 

面談相手 Chief Engineer, Kahlid Muhammad, TSG 

 Eng. Marza Muhammad Akram, Dep. Manager (Grids) 

JICA 調査団：丹羽団長、瀬戸団員、嶋岡団員、大嶋団員、JICA 現地事務所：小柳所員 

１． 今後のスケジュール確認 

① NTDC 総裁との面談予定を 7 月 13 日（月）で確認した 

② 7 月 10 日（金）開催予定の W/S に NTDC の各部門長（GM）4 名の出席を要請した。 

 

２． 要望機器材リストの見直しと再提供依頼 

 

３． TSG New Kot Lakhpat T/C（Lahore）の見学（12:20～14:00） 

  Dep. Mgr. Eng. Saqib Majeed(Grids) 

  Dep. Mgr. Eng. Anwar Ahmad Khan（P&I） 

による当 T/C の業務紹介と質疑応答の後、研修センター内を見学した。 

＜質疑応答＞ 

（調査団より） 

① 研修の主な内容は？ 

→ 送変電(T/L & Grid)と保護･計測(P&I)に関して、セミナー, ワークショップ, 短期コースの 3 種類を

実施している。 

② コースカリキュラムの見直しはどの様な体制で行っているのか？ 

→ 本部の Dep. Mgr. Eng. Mirza Muhammad Akram が全責任を負って見直し作業中である。 

③ 技術研修と昇任研修の対象は何か？ 

→ 技術研修はグリッドのメンテと P&I について、昇任研修は送変電と P&I について実施している。

④ 研修センターとしてどの様な問題を抱えているか？ 

→ 研修用機器材と現場配備の機器との間にずれが生じてその同期が必要と考える。また、シミュレ

ーションソフトとして PSS の様なシミュレータが必要と感じている。 

＜施設見学＞ 

①  約１年半前に導入されたガスクロマトグラフィーを１台保有している（エンジニアリングサービ

ス向け）が、稼働実績はない。 

―以上―
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面談・協議録－７ 

 
PCM ワークショップ 

2009 年 7 月 10 日（金）9 時 00 分～11 時 45 分 

出席者 Eng. Moinudda Khau, Chief Engineer, GSO H/Q NTDC 

 Eng. Kahlid Muhammad, Chief Engineer, TSG 

 Mr. Asif Akhtar, Mgr. (Plannings) Power 

 Mr. Falak Sher Javaid, Senior Instructor, TSG T/C Gatti  Faisalabad 

 Mr. Muhammad Iqbal Haidu, Dy. Mgr(Grids) , TSG T/C Gatti  Faisalabad 

JICA 調査団：丹羽団長、瀬戸団員、嶋岡団員、大嶋団員、JICA 現地事務所：小柳所員 

今次技プロに関する PDM を基に、PCM ワークショップを実施した。 

① PDM の考え方の解説 

② 関係先訪問による確認事項,懸案事項等の所見 

③ 質疑応答 

―以上―
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面談・協議録－８ 

 
Faisalabad Training Center 及び 500 kV Gatti 変電所視察 

2009 年 7 月 11 日(土)9 時 00 分~16 時 00 分 

面談相手 Chief Engineer, Kahlid Muhammad, TSG 

 Dy. Mgr. Falak Sher Javed (Grid Station) 

JICA 調査団：丹羽団長、瀬戸団員、嶋岡団員、大嶋団員 

訪問趣旨を説明した後先方のブリーフィングを受け、質疑と施設見学を行った。概要は以下の通り。

１．先方よりの説明 

Gatti 変電所の研修内容及び実績等の Overhead Projector による説明。 

 

(1) 研修内容について 

500 kV の Live Line 研修を主目的とし、Grid Station に係る研修も行っている。P&I はなし。

(2) Gatti 変電所視察 

1) Gatti 変電所の事故記録を入手した。半数以上が「凧」によるものとの説明があった。 

2) 現在、中国の支援により、 No. 3 Bank の Commissioning が行われている旨説明有。 

―以上―
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面談・協議録－９ 

 
TSG H/Q（在 Lahore）にて面談 

2009 年 7 月 13 日（月）9 時 00 分～10 時 50 分 

協議相手 Chief Engineer, Khalid Muhammad, TSG 

JICA 調査団：丹羽団長、瀬戸団員、嶋岡団員、大嶋団員 

１． R/D, M/M に関する修正事項 

(1) JCC メンバーから LESCO を除外する 

(2) Project Director, Project Manager, Project Coordinators の指名について 

(3) 国内研修の対象者について 

・TSG Senior Instructors 

・Engineers 

・Management 

２． NTDV 総裁との協議事項 

３． その他確認事項 

(1) 7 月 16 日に予定した Wrap Up Meeting の開催場所は MoWP Advisor のオフィスにて 11:30

開始 

(2) 国内研修の出発第１陣は講師陣、第二陣を NTDC Engineers とする。 

(3) 供与機材の受出し, 国内運搬, 据え付けは、NTDC の負担により行う。補機及び消耗品の

負担も同様とする。 

(4) JICA 専門家の作業環境を整える事は、NTDC の負担と責任において行う 

―以上―
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面談・協議録－１０ 

 

Meeting with Chief Executive, NTDC 

Ref:  The Project for Improvement of Training Capacity on Grid 

SystemOperation and Maintenance  

Date & Venue:  13 July, 2009, NTDC, WAPDA House, Lahore 

Other Participants: GM Planning, GM, GSO, GM Coordination & Training, CE, TSG 

Prepared By: Imran Ahmad 

 

Background: 

JICA mission comprising Dr. Akira Niwa, Sr. Advisor, Institute for International 

Cooperation,JICA, Mr. Hirohito Seto, Utility Planning Department International Division, 

YachiyoEngineering Co., Ltd, Mr. Kazunari Oshima, Project International Inc and Ms. 

KazumiShimaoka, Social Development Department, Global Link Management Inc. visited 

Pakistanfrom July 05, 2009 to July 18, 2009 to discuss the captioned project. Detailed 

discussionswere held with Chief Engineer, TSG. This meeting was held to brief Chief 

Executive aboutthe outcome of discussions and to discuss key issues.  

 

Summary of Discussion: 

 

1. Dr. Niwa explained that that since this is going to be the first technical 

cooperationproject of JICA with NTDC, scale of the project is kept small with the 

expectation thatthis cooperation would be scaled up at a later stage. As part of this 

project, Engineersfrom NTDC would be sent to a Power Utility in Japan for 3 weeks 

training. Theexpected commencement of this project is Nov-Dec 2009 and project 

duration wouldbe 3 years. He informed that minutes of meeting would be signed 

during this missionsmeeting with Additional Secretary, Ministry of Water and Power 

on July 16, 2009. 

2. Mr. Khalid briefed about the discussions held with mission members including 

theincrease of training of trainers and involvement of selective GSO staff. Equipment 

listwas also discussed and finalized. Regarding execution of this project, both 

partiesagreed to constitute a coordination committee comprising Advisor, Ministry of 

Waterand Power as Chairman, Chief Executive, NTDC as Project Director and 

GeneralManagers of NTDC as Project Coordinators. A project cycle management 

workshopwas also organized and Project Design Matrix was developed including 

projectobjective and activities.  
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3. Chief Executive NTDC confirmed the undertakings of NTDC including custom 

clearance and inland transportation of training equipment to be imported, insurance, 

office space and local transportation of short-term JICA experts and running cost of 

facilities (including printing papers/toners etc ).  

4. Mr. Khalid also requested that once NTDC engineers are in Japan, it would be good 

exposure for them to see high voltage transmission lines (i.e. 1000 kV). But NTDC 

understood that examining the feasibility of high voltage in Pakistan would be dealt 

with at some later stage of cooperation.   

5. GM GSO, NTDC asked mission members to give their feedback on the level of 

maintenance of NTDC facilities. The mission members commented that there is a 

need for standardization as currently different formats are being used by NTDC  

6. Ms. Shimaoka explained that this project specifically focus on enhancing qualitative 

capacity of TSG and asked about NTDC’s long term plan to enhance quantitative 

capacity. NTDC side explained that such plan is not available at the moment. 

Regarding filling of vacant positions, chief executive NTDC explained that these would 

be filled in the near future.  

7. Regarding official request and preparation of PC-1, JICA reminded that the deadline 

for submission of official request for this project is end of July 2009 and preparation & 

approval of PC-1 is end of October 2009. GM Planning updated that the grant aid 

application would be sent directly to EAD with a copy to Ministry of Water and Power 

and Embassy of Japan within this week. Regarding preparation and approval of PC-1, 

NTDC would ensure its compliance to this timeframe. 

(The End)
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面談・協議録－１１ 

 
LESCO Regional Training Center（在 Lahore）にて面談 

2009 年 7 月 14 日（火）9 時 50 分～12 時 30 分 

協議相手 Mr. Saqib Jamal, Dy. Mgr., RTC LESCO 

 Mr. Saghir Ahmed, Human Resources Division, LESCO 

JICA 調査団：丹羽団長、瀬戸団員、嶋岡団員、大嶋団員、JICA パキスタン事務所：Imran 所員

 

1. 調査団丹羽団長による来訪趣旨の説明 

・TSG T/C に対し、T/A＋無償の組み合わせで支援を考えている事 

2. LESCO 側による Regional Training Center 紹介プレゼン 

 ・若干の質疑応答 

3. 確認事項 

(1) LESCO 管内では、最近５年間の電力需要の伸びは年平均 15%に達する 

(2) LESCO では年間 100 名程度の研修生を TSG に送っているが、当研修センターで実施でき

ない研修（特に機器の試験に関して）を依頼している。 

自前の実験施設ができれば、TSG に研修を依頼する必要はなくなる。 

以上
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面談・協議録－１２ 

 
World Bank 訪問 

2009 年 7 月 15 日（木）10 時 00 分～11 時 20 分 

面談相手 Senior Energy Specialist  Rashid Aziz 

 後、Advisor SA Region Sust. Dvlpmnt & Infra. PPP, Mr. Raghuveer SHARMA 同席 

JICA 調査団：丹羽団長、瀬戸団員、嶋岡団員、大嶋団員、JICA パキスタン事務所：小柳所員、

 Imran 所員 

 

小柳所員のブリーフィングに続き丹羽団長より訪問趣旨を説明した後質疑応答を行う。 

 

W/B が意識するキーワードは｢strategy｣ 

 

１ W/B の問題認識 

1) 各分野のフィージビリティーがあるか？ 

2) 研修に対する各分野のニーズ（｢market｣と表現－各 DISCO で独自に研修する必要性）はあるか？

 

２ JICA の問題意識 

知識の吸収もさる事ながら、計画能力の強化が重要である。→この点に関しては、W/B も同じ

考えであった。 

―以上―
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1. Annual Report: 2006-07 図書 
Pakistan Water and Power 
Development Authority (WAPDA) 

September 2007  

2. Annual Report: 2007-08 図書 WAPDA ---  

3. 
G. S. O. Training Center: NTDC – Tarbela 
Brief 

図書 
Technical Service Group (TSG): 
Tarbela 

July 2009  

4. 
Maintenance Schedule and Routine Checks of 
Main Transformer 

図書 TSG: Faisalabad ---  

5. 
Failure of Supply of 500 kV Transmission 
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図書 NTDC 29 June 2009  

6. Detail of Tripping from July 2004 to June 2009 図書 NTDC June 2009  

7. 
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Y/wala for the Month of 12/2008 

図書 NTDC 1 Jan. 2009  

8. 
Progress of Live Line Maintenance Crew for 
Q1/2009: LTR No. 1274-75 

図書 NTDC 8 Feb. 2009  

9. 
220/132 kV Grid Station, Islamabad University: 
Rev. 03 

図面 NTDC, University S/S 3 Mar. 2009  

10. 
Application Form for Grant Aid from Japan: 
LTR No. 3405-8/CE(TSG) 

図書 NTDC 2 Jun. 2009  

11. 
Technical Services Group (NTDC) Training 
Centre GATTI Faisalabad 

図書 TSG: Faisalabad ---  
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Date, Progress 

コピー TSG: Lahore ---  
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13. NTDC Organogram コピー TSG: Lahore ---  
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コピー TSG: Lahore ---  

15. 
Organization Chart Office of Chief Engineer 
(TSG) NTDC Lahore 

コピー TSG: Lahore ---  

16. 
Proforma for Grid System 
Operation&Mraintenance 

図書 LESCO Regional Training Center ---  

17. 
Course Outline for Grid System Operation 
(GSO) 

図書 LESCO Regional Training Center ---  

18. TSG LAHORE の概 要  ソフトコピー TSG: Lahore   

19. Battery Pictures of Grid Stations ソフトコピー TSG: Lahore   

20. 500 kV Rawat ソフトコピー TSG: Lahore   

21. 220 kV Halla Road ソフトコピー TSG: Lahore   

22. 220 kV TM Khan ソフトコピー TSG: Lahore   

23. TVS Report Mardan ソフトコピー TSG: Lahore   

24. 活 線 作 業 実 習 風 景 他 ビデオ  ソフトコピー TSG: Faisalabad   

25. GSO Proformas & Course Outline ソフトコピー LESCO Regional Training Center   

26. Presen. 14-07-2009 ソフトコピー LESCO Regional Training Center   

27. REP－Draft to Edit 21-05-2009 ソフトコピー LESCO Regional Training Center   

28. Testing Instruments ソフトコピー LESCO Regional Training Center   

29. Policy fir Power Generation Projects, 2002 冊子コピー ？ ---  

30. 
Basic Survey of Power Sector for Formulattion 
of ODA Yen Loans, Final Report 

冊子コピー ？ Jan. 2008  

31. Energy for Growth, Vision 2030 抜粋コピー ？ ---  

32. 
Integrated Energy Development Programme 
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抜粋コピー ？ Oct. 2007  

33. 28. Energy Security, MTDF 抜粋コピー ？ ---  
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コピー MOWP, Government of Pakistan 
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Revised in June 
2008 
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38.      

39.      

40.      

41.      

42.      

43.      

44.      

45.      

46.      

47.      

48.      

49.      

50.      

51.      

52.      

53.      

54.      

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 


	表紙
	目次
	地図
	略語集
	事業事前評価表
	第１章　調査の概要
	１－１ 調査の背景
	１－２ 調査の目的
	１－３ 調査団員構成
	１－４ 調査日程
	１－５ 主要面談者
	１－６ 対処方針

	第２章　協議結果の概要
	２－１ 協議結果
	２－２ 対処方針に基づく確認結果
	２－３ 団長所感

	第３章　送変電設備の現状と課題
	３－１ 電力セクターの概況
	３－２ 送変電設備の現状
	３－３ 送変電設備拡充計画
	３－４ 送変電維持管理の現状
	３－５ 送変電維持管理における他ドナーの協力内容と協力体制
	３－６ 送変電維持管理の課題とニーズ

	第４章　研修計画と施設の現状と課題
	４－１ TSGの研修の現状
	４－２ 研修施設の改善計画
	４－３ 研修用機材の現状と課題
	４－４ 研修におけるドナーの協力内容と協力体制
	４－５ 研修の課題とニーズ
	４－６ 研修スケジュールのー例

	第５章　プロジェクトの評価分析の結果
	５－１ 妥当性
	５－２ 有効性
	５－３ 効率性
	５－４ インパクト
	５－５ 自立発展性

	第６章　今後のプロジェクトの基本計画
	６－１ プロジェクト目標
	６－２ プロジェクトの上位目標
	６－３ 成果と活動
	６－４ 日本側と「パ」国側の投入
	６－５ 外部条件とリスク分析
	６－６ 前提条件

	第７章　技術協力実施上の留意点
	７－１ 送変電及び保護・計測における留意点
	７－２ 研修計画における留意点
	７－３ プロジェクトのモニタリングに関する留意点

	付属資料
	１．要請書
	２．合意したM/M及びR/D
	３．面談記録
	４．収集資料リスト




